第 2 部 金融 に 関す る 制度 の 企画 及び 立案 
第 6 章 政府 全体 の 施策 に お ける 金融 庁 の 取組 み 
第 7 節 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 へ の 対応 
IV 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 を 踏ま えた その 他 の 措置 
2. 国際 的 な 連携 
新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 を 踏ま えた 規制 ・ 監 督 上 の 対応 等 に つい て 、 
国際 機関 ・ 海 外 当局 等 と の 間 で 迅速 に 情報 共有 を 行っ た 。 ま た 、 国 際 会 議 や 国際 
基準 設定 主体 等 の 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 対応 に 関す る 議論 に も 積極 的 な 貢献 
を 行 つ た 。 


(1) G20 


G20 に お いて は 、 首脳 会 合 や 複数 回 の 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 合 が 開催 さ 
れ 、 共同 声明 等 が 発出 され た 。 2020 年 7 月 以降 に 公表 され た 声明 に お ける 金融 
規制 関係 の 主 な 記述 は 、 以 下 の と お り 。 


e G20 財 務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 声明 (2020 年 10 月 14 日 ) ( 仮 訳 ・ 抜 粋 ) 

我々 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス へ の 国 ご と の 又は 国際 的 な 対応 の 支え と な る 、 人 金融 
安定 理事 会 (F SB) の 原則 へ の コミ ッ ト メ ント を 再 確認 する 。 我 々 は 、 ノ ン バ ン 
ク 人 金融 仲介 セク ター が 十分 に 強 夫 で あっ た か の 評価 を 含む 、F SB に よる 2020 年 3 
月 の 混乱 に 関す る 包括 的 な 確認 に 期待 する 。 こ の パン デミ ッ ク は 、 送 金 を 含め 、 よ 
り 安 価 で 、 迅 速 に 、 包 摂 的 で 、 透 明 性 の ある 決済 を 促進 する た め に 、 ク ロス ボー ダ 
一 決済 の 仕組 み を 改善 する 必要 が ある こと を 再 確認 させ た 。 


e G20 首 脳 声 明 (2020 年 11 月 22 日 ) ( 仮 訳 ・ 抜 粋 ) 

我々 は 、 国際 基準 と 整合 的 に 行動 する 必要 性 を 含め 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス へ の 国 
ご と の 又は 国際 的 な 対応 の 支え と な る 金融 安定 理事 会 (F SB) の 原則 に コミ ッ ト 
し 、F SB に 対し 、 金 融 セ クタ ー の 脆弱 性 の 監視 、 景 気 循環 増幅 効果 と 信用 力 に 関 
する 作業 、 及 び 規 制 ・ 監 督 上 の 措置 の 調整 を 継続 する こと を 求め る 。 我々 は 、F S 
に よる 2020 年 3 月 の 混乱 に 関す る 包括 的 な 確認 及び ノン バン ク 人 金融 セ クタ ー の 
強 じ ん 性 を 向上 させ る た め の 今 後 の 作業 計画 を 歓迎 する 。 


@ G20 財 務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 声明 (2021 年 4 月 7 日) ( 仮 訳 ・ 抜 粋 ) 
我々 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 危機 へ の 対応 の た め に 包括 的 か つ 団 結 し た 取組 を 維 
持 す る こと 、 及 び 、 人 金融 セク ター が 金融 安定 を 維持 し な が ら 、 経 済 へ の 支援 を 提供 
し 続け る よう 確保 する こと に コミ ッ ト す る 。 我々 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス へ の 国 ご 
と の 又は 国際 的 な 対応 の 支え と な る 、 2020 年 4 月 に 合意 され た F SB の 原則 へ の コ 
ミッ トメ ント を 再 確認 する 。 ほ と ん どの 支援 措置 は 、 そ れ ら を 性 急 に 解除 する こと 
に よっ て 生じ うる 潜在 的 リス ク を 認識 し 、 経 済 及 び 公衆 衛生 の 状況 か ら 必要 で ある 
限り 継続 され る 。 我 々 は 、 長 期 的 な 金融 安定 リス ク を 最小 化す る た め に 、 支援 措置 


の 延長 、 修 正 あ る い は 終了 を 滞 進 的 か つ 的 を 絞っ た 方 法 で 検討 する 際 に お ける 、 和 柔 
軟 な 状態 依存 アプ ロー チ の 便益 を 議論 する F SB 報告 書 を 歓迎 する 。 我 々 は 、 情 報 
共有 、 及 び 合 意 さ れ た 国際 基準 と の 整合 性 の モニ タリ ング を 含む 、 金 融 安定 に 関す 
る 新型 コロ ナウ イル ス 対 応 措置 に 関す る 国際 協調 を 、F SB が 支援 し 続け る こと を 
求め る 。 


@ G20 行動 計画 の 更新 (2021 年 4 月 7 日) ( 仮 訳 ポ イント より 抜粋 ) 
我々 は 、 引 き 続 き 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス へ の 対応 に 関す る 金融 安定 理事 会 (FS 
B) の 原則 に 従う こと に コミ ッ ト す る 。 


(2) 金融 安定 理事 会 (F SB) 
ア . FSB に お ける 対応 の 全体 像 


F SB は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 拡大 を 踏ま え 、 実 体 経済 を 支 
援 し 、 人 金融 シス テム の 安定 性 を 維持 し 、 市 場 の 分 断 化 の リス ク を 最小 限 に 抑 
える 観点 か ら 、 新型 コロ ナ 対 応 に 関す る 「F S 選 原則 (※)」 に 則っ て 国際 協 
調 を 行う べき こと を 2020 年 4 月 の G20 向け 報告 書 で 公表 、G20 財務 大 臣 ・ 
中 央 銀行 総裁 の 支持 を 得 た 。F SB は 、 同 原則 に 基づき 、 金 融 安 定 上 の 奮 威 
の 動向 及び 金融 当局 に よる 政策 対応 に 係る 定期 的 な 情報 交換 、 金 融 安定 性 リ 
スク や 脆弱 性 の 現状 評価 、 並 びに 金融 安定 や 開か れ た 市 場 、 金 融 シ レス テム に 
よる 経済 成長 へ の 支援 を 維持 する た め の 連 携 を 行っ て き て お り 、F SB 参加 
当局 と し て 当店 も 広く 作業 に 貢献 し て きた 。 


※ 新型 コロ ナ 対 応 に 関す る 「F SB 原則 」 :① 次 融 安定 性 リス ク の 適時 な 監視 ・ 
情報 共有 、 ② 国 際 基 準 に 内 在 する 柔軟 性 の 認識 と 活用 、③ 企 業 ・ 当 局 の 負担 
軽減 の 追求 、 ④ 国 際 基 準 へ の 整合 性 確保 と 改革 巻 戻し の 回 避 、⑤ 一 時 的 措置 
の 解除 に 際 し て の 協調 


特に 、 当 庁 は 、F SB 傘下 の 規制 監督 上 の 協調 に 関す る 常設 委員 会 (SR 
C : 議長 は 氷見 野 前 金融 庁 長 官 が 務め て いた ) に お いて 、 コ ロナ 褐 に お ける 
国際 的 な 規制 監督 上 の 課題 対応 全体 の アジ ェ ン ダ 設 定 を 行い 、 同 時 に その 中 
の 具体 的 な 作業 で も 主導 的 役割 を 果たし て きた 。 

第 一 に 、 コ ロナ 対応 施策 の レポ ジ ト リー な ど 、 各 国 当局 が 定期 的 に 自国 の 
取組 み を 報告 ・ 情 報 交 換 する 仕組 み を 作成 し 、 グ ロー バル な 政策 対応 の 全体 
像 の 把握 を 行っ た 。 第 二 に 、 コ ロナ 対応 施策 の 有効 性 を 高め る た め 、 施 策 の 
デザ イン や 実施 に お ける 実務 上 の 課題 と それ へ の 対応 方 法 の ほか 、 施 策 の 評 
価 枠組 みや 、 施 策 の 評価 に 用 いて いる 指標 に つい て 整理 し た 。 第 三 に 、 感 染 
症 の 先行 き が 不透明 な 中 で 多く の 国 ・ 地 域 が 活用 し た スト レス テス ト 及 び シ 
ナリ オ 分 析 に つい て 、 そ の 役割 や 実施 上 の 課題 を 整理 し た 。 第 四 に 、 コ ロナ 


福 に お ける 途上 国 に 特有 の 問題 を 整理 し た 。 第 五 に 、 金融 機 関 の 危 機 時 へ の 
備え の 強化 の た め の 国 際 的 枠組 み の 役 割 も 検討 し た 。 

上 記 の 作業 の 成果 は 、F SB が 2020 年 7 月 及び 11 月 に 公表 し 、G20 に 報 
告 し た 「COVID-19 パン デミ ッ ク : 金融 安定 へ の 影響 と 政策 対応 」 と 題する 報 
告 書 に 反映 され て いる 。 

さら に 、 各 国 ・ 地 域 が 支援 措置 の 延長 、 修 正 、 解 除 と いっ た 政策 判断 に 当 
た っ て 考慮 すべ き 要素 を 整理 し 、「COVID-19 支援 措置 一 延長 、 修正 、 解除 」 と 
題する 報告 書 を 別途 公表 、 2021 年 4 月 の G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に 
提出 し た 。 


イ . 2020 年 3 月 の 市 場 の 混乱 と ノン バン ク 金 融 仲介 に 関す る 作業 


F SB は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 世界 的 拡大 を きっ か け に 起き た 、2020 
年 3 月 の 様々 な 市 場 に お ける 大 規模 な 流動 性 スト レス に つい て 分 析 し 、 同年 11 
月 に 「3 月 の 市 場 混乱 の 包括 的 レビ ュー」 と 題する 報告 書 を 公表 、G20 サミ ッ 

ト へ 提出 し た 。 

報告 書 は 、 3 月 の 混乱 を 引き 起こ す 要 因 と な っ た 、 ノ ン バ ン ク 人 金融 仲介 (Non- 
Bank Financial Intermediation : NBF I ) の 抱え る 課題 の 特定 を 行っ た 上 
で 、NB F I シス テム の 強 勅 性 を 高め る べく 、① 短 期 的 課題 と し て 、 シ ョ ッ ク 
の 増幅 に 寄与 し た 特定 の リス ク 要 因 や 市 場 の 検証 と それ へ の 対応 、②NBF I 
及び 金融 シス テム 全体 の シス テ ミ ッ ク ・ リ スク の 理解 の 深化 、③N BF I の シ 
ステ ミッ ク ・ リ スク に 対処 する 政策 の 評価 、 の 3 分 野 を 内 容 と する 今後 の 作業 
計画 を 示し た 。 

計画 に 基づき 、F SB 及び 関連 する 基準 設定 主体 に お いて 各 作 業 が 進め られ 
て お り 、 一 元 的 監督 者 で ある 当 庁 は 幅広 い 視 点 か ら 議 論 に 貢献 し た 。 特に 2021 
年 上 半期 は 、 ① の うち 最も 喫緊 の 課題 で ある 、MMF の 強 朝 性 を 高め る た め の 
政策 提言 作成 作業 が 急 ピ ッ チ で 進め られ 、MMF の 脆弱 性 の 分 析 、 そ の 強 副 性 
を 向上 させ る た め の 政 策 オ プシ ョ ン の 評価 、 及 び オ プシ ョ ン の 選択 や 組合 せ に 
つい て 取り まとめ た 市 中 協議 文書 が 同年 6 月 に 公表 され た 。 


(3) 中 央 銀行 総裁 ・ 監 督 当局 長官 グル ー プ (GHOS)・ バ ー ゼ ル 銀 行 監督 委員 
会 (BCBS) 


バー ゼル 委員 会 は 更 な る リス ク と 脆弱 性 に 対応 する た め 、 銀 行 シ ステ ム の 強 
朝 性 の モニ タリ ング の 継続 、 資 本 ・ 流 動 性 バッ ファ ー の 利用 可能 性 の 明確 化 、 
銀行 の 引当 実務 に 係る モニ タリ ング の 実施 等 を 行っ て いる 。 

資本 ・ 流 動 性 バッ ファ ー の 利用 に つい て は 、GHOS は 、2020 年 11 月 30 日 
に 公表 し た 声明 に お いて 、 バ ー ゼ ル 想 の 資本 及び 流動 性 バッ ファ ー の 利用 の 重 
要 性 を 確認 する と と も に 、 現在 の スト レス 期 に お いて 、 か つ コ ロナ 危機 が 収束 
する まで は 、 こ れ ら の バッ ファ ー を 慎重 に 取り 月 すこ と が 適切 で ある と いう バ 


ー ゼ ル 委 員 会 に よる 度 重なる ガイ ダン ス を 強く 支持 し 、 危機 後 、 監 督 当局 は 、 
経済 や 市 場 、 銀 行 特有 の 状況 を 考慮 し 、 バ ッ フ ァ ー を 再建 させ る た め に 十分 な 
時 間 を 銀行 に 提供 する 旨 を 発表 し た 。 また 、 バー ゼル 委員 会 は 、 2020 年 9 月 及 
び 2021 年 6 月 、 銀行 が ショ ッ ク を 吸収 し 、 信用 力 の 高い 家計 や 企業 へ の 貸出 を 
維持 する た め に 、 バ ー ゼ ル 邊 の 資本 ・ 流 動 性 バッ ファ ー を 活用 すべ き 旨 を 改め 
て 声明 で 公表 し た 。 


(4) 証券 監督 者 国際 機構 (1 OSCO) 


1 〇 SCO は 、2021 年 3 月 24 日 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の パン デミ ッ 
ク に 伴う 不 確 実 性 に より 、 発 行 体 が 継続 企業 の 前 提 の 評価 に 通常 より も 高度 な 
判断 を 必要 と され て いる 状況 に 鑑み 、 継 続 企業 の 前 提 の 評価 及び 開示 に 関す る 
声明 を 公表 し た 。 ま た 、 代 表 理 事 会 直下 の 「 金 融 安 定 エ ン ゲ ー ジ メン トグル ー 
プ 」 に お いて 、MMF の 脆弱 性 、 オ ー プ ン エ ンド 型 フ ァ ン ド の 流動 性 リス ク 管 
理 、 証 拠 金 と マー ジン コー ル に 関す る 状況 、 信 用 格付 と プロ シク リカ リティ 、 
及び 社債 の 流通 市 場 の 流動 性 と 市 場 構 造 に つい て 、 各 国 の デー タ の 収集 ・ 分 析 、 
政策 措置 の 検討 等 が な され て いる 。 1I OSCO は 、 2020 年 11 月 20 日 、 同年 3 
月 に 生じ た 市 場 の 混乱 の 最 中 に MMF に お いて 生じ た 事象 を 分 析 し た 調査 報告 
書 を 、2021 年 2 月 15 日 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の パン デミ ッ ク 下 の 政府 
支援 措置 が 信用 格付 に 与え た 影響 を 分 析 し た 最終 報告 書 を 公表 し た 。 


(5) 保険 監督 者 国際 機構 (1 AIS) 


I A IS は 、2019 年 11 月 に 合意 し た 保険 セク ター に お ける シス テ ミ ッ ク ・ 
リス ク の た め の 包 括 的 枠組 み を 活用 し 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 が 保険 セク 
ター に 与え る 影響 に 焦点 を 絞っ た リス ク 評 価 を 行い 、 そ の 結果 を 2020 年 12 月 
17 日 に 「2020 年 グロ ー バ ル 保 険 市 場 レ ポー ト : Covid-19 編 」 と し て 公表 し た 。 
また 、I A 1 S は 、2021 年 4 月 9 日 、 金 融 安 定 研究 所 (FS I : Financial 
Stability Institute) と の 共同 で 、 保険 監督 当局 が 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 
に 対処 する た め に 講じ た 措置 に つい て まとめ た 報告 書 「 新 し い 日 常 の た め の 保 
険 監督 の 再 定義 」 を 公表 し た 。 さ ら に 、 保 険 当 局 及び 保険 業界 の 実務 上 の 負担 
を 軽減 し 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 対策 が 優先 され る よう 、 国 際 資 本 基準 (1 
CS) の デー タ 報 告 期限 の 延長 等 を 行っ た 。 


(6) 金融 活動 作業 部 会 (F ATF) 


FATF は 2020 年 4 月 1 日 、 議長 声明 を 公表 し 、 マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及 
び テ ロ 資 金 供与 リス ク (ML/ エ F リ スク ) 管理 態勢 へ の リソー ス 制 約 が 強まる 
中 、 当 局 に よる リス クベ ー ス で の 監督 ・ 執 行 活動 の 重要 性 が 高まっ て いる と の 
メッ セー ジ を 発出 し た 。 同 年 5 月 4 日 に は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 に 関す 


る ML/TF リ スク 及び 各国 の 対応 状況 に つい て 、F AF 加盟 国 (FATF 型 
地域 体 加盟 国 含む ) 及び オブ ザー バー か ら の 回 答 ( 計 200 カ国 以上 ) な ど を 踏 
まえ 、 新た な 友 威 ・ 胸 弱 性 、 官民 の M L/TF リ スク 管理 態勢 へ の 影響 、 推奨 さ 
れる 対応 等 を 盛り 込ん だ 報告 書 を 公表 し た 。 そ の 後 、 同 年 10 月 23 日 に は 、 パ 
ン デ ミッ ク に よる リソー ス 制 約 や 犯罪 者 に よる 田 威 の 進化 に 照ら し 、 所管 官庁 
が 効果 的 に 機能 で きる よう 、 適 切な リソー ス が 提供 し 続け られ な けれ ば な ら な 
い 旨 を 強調 する た め 、 再 度 、 議 長 声明 を 公表 し た 。 

相互 審査 手続 (各国 の F ATF 基 準 遵守 状況 を 評価 する も の ) に つい て は 、 
FATF は 、2020 年 4 月 28 日 、 声 明 を 発表 し 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 
拡大 に 伴い 、 対 日 相互 審査 を 含む 、 進 行 中 の 全て 相互 審査 に 関す る 手続 を 凍結 
し て いた と ころ 、 2021 年 2 月 会 合 より 再開 し て いる (対日 審査 報告 書 に つい て 
は 、 同 年 6 月 会 合 に お いて 採択 ) 。 


第 13 節 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関す る 取組 み 
II 国際 動向 


1. 国際 的 な 議論 へ の 貢献 

2021 年 11 月 に 開催 予定 の COP26 (気候 変動 枠組 み 条 約 締約 国会 議 ) を 見 据 
えた G 7 ・G20 で の 気候 変動 関連 の 議論 に 参加 し 、 同 年 6 月 の G 7 で は 、 各国 の 
規制 枠組 み と 整 合 的 な 形 で の T CFD 開示 の 促進 等 に つい て 合意 し た 。 

NGF S' に お いて 、 気 候 変 動 リ スク に 掛か る 各種 成果 物 の 作成 に 貢献 する と と 
も に 、 新 た に 運営 委員 会 の メン バー に 選出 され る な ど 、NGF S を 通じ て 構築 し 
た ネッ トワ ー ク を 活か し 、 関 係 当 局 間 の 連携 を 強化 し た 。 

F SB や 各 基 準 設定 主体 に お いて も 、 気候 変 動 を 中 心 と する サス テ ナ ビ リティ 
に 関す る リス ク へ の 対応 に 関す る 議論 に 貢献 し と 、FSB や IO 〇 OSCO で は 関連 す 
る 作業 部 会 の 共同 議長 を 務め 、 国 際 的 な 議論 を リー ド し た 。 

2020 年 11 月 に は I P S F^ に 参加 し 、 開 示 に 関す る 作業 部 会 で は 共同 議長 を 務 
め る な ど 、 メ ン バ ー 国 と 積極 的 に 情報 交換 を 行う と と も に 、 日 本 の サス テ ナ ブ ル 
ファ イナ ンス に 関す る 取組 み を 発信 し た 。 





1 NGFS : Network for Greening the Financial System と は 、 気候 リス ク へ の 金融 監督 上 の 対応 を 検討 する た め の 中 央 銀 
行 及 び 金 融 監督 当局 の 国際 的 な ネッ トワ ー ク の こと 。 

2 iPSF : International Platform on Sustainable Finance と は 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関す る 国際 的 な 連携 ・ 協 
調 を 図る プラットフォーム の こと 。 


第 4 部 国際 関係 の 動き 


第 18 章 概括 


第 1 節 多国 間 で の 国際 協調 


コロ ナ の 影響 が 経済 全体 に 波及 する 中 、 金 融 安定 理事 会 (FSB) や その 他 基 準 設定 
主体 に お いて 、 行 動 制限 や 経済 活動 の 停止 な ど 、 各 国 が 直面 する 課題 に 対し て 実施 する 
施策 に つい て 情報 収集 を 行っ た 。 ま た 、 政 策 対 応 の 協調 や 経験 共有 、 分 析 の 必要 性 を 会 
議 の 議題 設定 等 を 通じ て 働き か け 、 特 に F S B に お いて は 、 各 国 の コロ ナ 対 応 施策 に 係 
る 情報 共有 、 2020 年 3 月 の 市 場 混乱 に つい て の 包括 的 レビ ュー 及び 今後 の 課題 の 特定 や 
作業 計画 の 策定 等 が 行わ れ た 。 金融 庁 は 、F SB 傘下 の 規制 監督 上 の 協調 (Supervisory 
and Regulatory Cooperation) に 係る 常設 委員 会 議長 と し て の 立場 も 活か し 、 こ うし た 
国際 的 な 議論 に 貢献 し た 。 

また 、FATF 等 に お ける マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 拡 散 金 融 対策 (マネ ロン 等 対策 ) 
に 関す る 国際 的 な 議論 に お いて 主導 的 な 役割 を 果たし た 。 

G7 に よる 「 サ イ バ ー 演 習 計画 に 関す る G 7 の 基礎 的 要素 」(2020 年 11 月 公表 ) や F 
S に よる 市 中 協議 文書 「 ア ウト ソー シン グ ・ サ ー ド パー ティ に 関す る 規制 ・ 監 督 上 の 
論点 」(2020 年 11 月 公表 ) 、「 ア ウト ソー シン グ ・ サ ー ド バー ティ に 関す る 規制 ・ 監 督 上 
の 論点 (市 中 協議 に 寄せ られ た 意見 の 概要 ) 」(2021 年 6 月 公表 ) の 作成 に 貢献 し た 。 


第 2 節 国際 的 な 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 


海外 の 主要 当局 と は 、 オ ン ラ イン 会 議 (日 EU 合同 金融 規制 フォ ー ラ ム (2020 年 11 
月 ) ) 、 監 督 協力 に 関す る 覚書 の 締結 ( 伊 中 央 銀行 及び 伊 国家 証券 委員 会 (CONSOB) 
(2020 年 12 月 ) ) 、 書簡 の 交換 (欧州 保険 ・ 企 業 年 金 監督 機構 (EIOPA) (2021 年 2 
月 )) 等 を 通じ 、 当 局 間 の 協力 を 強化 し た 。 
アジ ア ・ 新 興国 等 と は 、 我 が 国 金融 機関 の 進出 支援 の 観点 も 踏ま えつ つ 、 以 下 の オ ン 
ライ ン 会 議 に お ける 知見 共有 等 を 通じ 金融 技術 支援 ・ 金 融 協 力 に 取り 組ん だ 。 
① 日 イン ド ネ シア 合同 作業 部 会 (2021 年 3 月 ) 、 日 イン ド 金 融 協力 対話 (2021 年 4 月 ) 、 
日 タイ 合同 作業 部 会 (2021 年 6 月 ) 等 を 開催 し た 。 
② 中 国 と は 、 日 中 の 金融 当局 ・ 市 場 関係 者 に よる 「 第 2 回 日 中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム 」 
を 開催 (2021 年 1 月 ) し た 。 
③ グ ロー バル 金融 連携 セン ター (GLOPAC) に お いて は 、 研究 員 の 関心 事項 に 沿 
っ た オン ライ ン 型 研修 プロ グラ ム を 実施 し 知 日 派 の 育成 に 努め た 。 ま た 、 過 去 に G 
LOPAC で 受入 れ た 研究 員 (卒業 生 ) と の ネッ トワ ー ク 維持 ・ 強 化 の た め 、 全 卒 
業 生 を 対象 に し た バー チャ ル ・ フ ォ ロ ー ア ッ プ 特別 講義 の 実施 、GLOPAC の 期 
ご と の バー チャ ル ・ ア ルム ナイ ・ フ ォ ー ラ ム の 開催 、 国 際 機 関 等 が 主催 する バー チ 
ャ ル 国 際 シ ン ポ ジウ ム に 、 卒 業 生 を スピ ー カ ー と し て 推薦 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト の 
GLOPAC 特 集 ペ ー ジ の 改良 等 を 行っ た 。 


グロ ー バ ル に 活動 する 我が国 の 大 手 金 融 グ ルー プ が 抱え る リス ク せ 課題 に つい て 、 シ 
ニア ・ ス ー パ ー バ イザ ー ズ ・ グ ルー プ (S SG) ・ 監 督 カ レッ ジ を 含め た 海外 当局 等 の 会 
合 に お いて 意見 交換 を 実施 し た 。 

危機 対応 に つい て は 、 グ ロー バル な シス テム 上 重要 な 銀行 (GーS I BB) 等 に 対し て 
設置 され た 関係 当局 に よる 危機 管理 グル ー プ や 、 欧 州 当局 と 日 本 当局 の 間 で の ワー クシ 
ョ ッ プ 開催 (2021 年 2 月 ) 等 を 通じ 、 海 外 の 危機 対応 関係 当局 と の 連携 を 強化 し た 。 

各国 間 の 規制 の 龍 世 や 重複 が 原因 と な っ て 生じ る 金融 市 場 の 分 断 回 避 に つい て は 、 証 

監督 者 国際 機構 (1 OSCO) に お いて 、 作業 グル ー プ の 共同 議長 を 2019 年 設立 当時 
か ら 人 金融 庁 職員 が 務め 、 市 場 分 断 事例 の 特定 を 目的 と する 継続 的 な 議論 や 、 監 督 カ レッ 
ジ の 設立 や 実施 に 関す る 好 事 例 の 抽出 に 向け た 作業 を 主導 し た 。 


第 19 章 金融 に 関す る 国際 的 な 議論 


「 国 際 経 済 協調 の 第 一 の フォ ー ラ ム 」 で ある G20 や F SB を は じ め と する 国際 的 な 基準 
設定 主体 に お いて 金融 庁 は 、 金 融 規 制 監 督 に 関す る 論点 を 中 心 に 、 金 融 分 野 に 関す る 幅広 
い 世 界 共 通 の 課題 に 係る 国際 的 な 議論 に 積極 的 に 参画 し て いる 。 

国際 的 な 議論 の 枠組 み 


G20 首 脳 会 議 (サミ ッ ト ) 
[年 1 回 ] 


G20 和 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 
[年 3 回 ] 
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G20・ 金 融 安定 理事 会 (F SB) ・ バ ー ゼ ル 銀 行 監督 委員 会 (BCBS) の メン バー 
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(※1) G20 メン バー の うち 、「⑦」 と し て いる の は G7 メン バー。 

(※2) 証券 監督 者 国際 機構 (10SCO) ・ 保 険 監督 者 国際 機構 (IAIS) に は 、 そ れ ぞ れ 、 上 
記 の ほか 100 以上 の メン バー が 参加 。 

(※3) バー ゼル 銀行 監督 委員 会 (BCBS) に つき 、 欧州 委員 会 (EC) 、 国際 決済 銀行 (BIS) 、 
国際 通貨 基金 (IMF) は オブ ザー バー と し て 参加 。 


2008 年 9 月 の リー マン ・ シ ョ ッ ク に 端 を 発する 金融 危機 を きっ か け に 、 危機 対応 や 
規制 ・ 監 督 の 改革 等 に つい て 、G 7 を 超え た 新興 国 を 含む 幅広 い メ ン バ ー で 議論 する 
た め 、 首 脳 レ ベル に よる 会 合 と し て 同年 11 月 に 第 1 回 G20 首脳 会 合 (ワン ント ン ・ 
サミ ッ ト ) が 開催 され た 。 以来 、 G20 は 、 国際 経済 協力 に 関す る 「 第 1 の フォ ー ラ ム 」 
と し て 定例 化 さ れ て いる 。 近 年 で は 、 年 1 回 の 首脳 会 合 (サミ ッ ト ) と 、 年 数 回 の 財 
務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 が 開催 され 、 幅広 い 政 策 課題 に つい て 議論 が 行わ れ て いる 。 
2020 年 は サウ ジア ラビ ア 、2021 年 は イタ リア 、2022 年 は イン ド ネ シア 、2023 年 は イ 
ンド 、2024 年 は ブラ ジル が 議長 国 を 務め る 。 な お 、2020 年 3 月 以降 、2021 年 6 月 末 
まで の 間 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 拡大 に より 物理 会 合 は 開催 され て いな い 。 


II 主 な 議論 


金融 関連 で は 、 OO 2020 年 3 月 の 市 
場 の 混乱 等 を 踏ま えた 金融 規制 監督 上 の 論点 の 検討 、 ク ロス ボー ダー 決済 の 改善 、 グ 
ロー バル ・ ス テー ブル コイ ン へ の 金融 規制 監督 上 の 対応 、 a 
行 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス 、 金融 包摂 等 が 主要 な 議題 と な っ て いる 。 特に 2021 年 
は 5 年 に 一 度 の 自国 が 決定 する 貢献 (N DC) 見 直し の タイ ミン グ で ある COP26 ( 気 
候 変動 枠組 条約 締約 国会 議 ) が 開催 され る こと も あり 、 気候 変動 を は じ め と する サス 
テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス は 、 企 業 開示 の 推進 や 金融 機関 に お ける 適切 な リス ク 管 理 、 資 
金 動 員 等 の 観点 か ら 、 国 際 的 に 大 き な 注 目 を 集め て いる 。 


2020 年 10 月 に バー チャ ル 開 催さ れ た G20 財 務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に お いて は 、 
共同 声明 を 発出 し た 。 金 融 関連 の 主 な 合意 は 以下 の 通り 。 


と 我々 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス へ の 国 ご と の 又は 国際 的 な 対応 の 支え と な る 、 金 融 

安定 理事 会 (FSB) の 原則 へ の コミ ッ ト メ ント を 再 確認 する 。 

と 我々 は 、 ノ ン バ ン ク 人 金融 仲介 セク ター が 十分 に 強 和 勅 で あっ た か の 評価 を 含む 、F 
SB に よる 2020 年 3 月 の 混乱 に 関す る 包括 的 な 確認 に 期待 する 。 

と 我々 は 、 特 定 さ れ た 課題 に 対処 する た め の 実 務 的 な 手順 や 例示 的 な 所 要 期 間 を 盛 
り 込ん だ 、 ク ロス ボー ダー 決済 の 改善 に 向け た G20 ロー ド マ ッ プ を 承認 する 。 
我々 は 、 NAR 股 定 主体 (SSBs) と 協調 し て 進捗 を 監視 
し 、 ロ ー ド マッ プ を 見 直し 、G20 へ 年 一 回 報告 する こと を 求め る 。 

と 我々 は 、FSEB が 「 大 きす ぎ て 潰せ な い 問 題 」 に 対す る 改革 の 影響 評価 を 完了 す 
る こと を 期待 する 。 

と 我々 は また 、 有 害 な 市 場 の 分 断 を 回 避 す る た め の 取 組 に 関す る F SB と 証券 監督 
者 国際 機構 (: OS CO) か ら の 報告 書 を 歓迎 し 、 こ れ ら 機関 の この 間 題 へ の 更 


な る 取組 み に 期 待 する 。 

我々 は 、 金融 包摂 の た め の グ ロー バル ・ パ ー ト ナー シッ プ (GPF I ) の 今後 三 
年 間 の 取組 を 導く 、 更新 され た 「G20 金融 包摂 行動 計画 (2020F I AP)」 を 歓迎 
する 。 我々 は 、 更新 され た 「GPFI ToR (付託 事項 ) 2020」 を 含む 「GPF 
I 作業 計画 と 体制 : 2020 年 へ の ロー ド マ ッ プ 」 の 完了 を 、 最終 的 な 簡素 化 作業 と 
し て 歓迎 する 。 

サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス の 動員 、 及 び 金 融 包摂 の 強化 は 、 世 界 の 成長 と 安定 に 
と っ て 重要 で ある 。F SB は 、 気候 変動 が 金融 安定 に 与え る イン プリ ケー ショ ン 
の 調査 を 継続 し て いる 。 我々 は 、 こ うし た 分 野 に お ける 民間 部 門 の 参加 と 透明 性 
の 広がり を 歓迎 する 。 

我々 は 、 い か な る 所 詩 「 グ ロー バル ・ ス テー ブル コイ ン 」 も 、 関 連 する 全て の 法 
律 上 、 規 制 上 及び 監視 上 の 要件 が 、 適 切な 設計 と 適用 可能 な 基準 の 遵守 を 通し て 
十分 に 対処 され る まで は サー ビス を 開始 する べき で な いこ と を 支持 する 。 

我々 は 、F SB、 金融 活動 作業 部 会 (FATF) 及び IMF に よっ て 提出 され た 、 
所 詩 「 グ ロー バル ・ ス テー ブル コイ ン 」 と その 他 の 類似 の 取組 に 関す る 報告 書 を 
歓迎 する 。 我 々 は 、 各 法 域 に お ける 、 所 調 「 グ ロー バル ・ ス テー ブル コイ ン 」 の 
一 貫 し た 、 効 果 的 な 規制 、 監 督 及 び 監 視 を 促進 する F SB の ハイ レベ ル な 提言 

支持 し 、 そ の 実施 状況 を F S B が 監視 する こと を 期待 する 。 我 々 は 、 ま た 、 基 準 
設定 主体 が F S B の 報告 書 を 踏ま え 、 既 存 の 基準 の 見 直し に 取り 組み 、 必 要 に 応 
じ て 調 整 を 行う こと を 期待 する 。 我々 は 、 デジ タル 通貨 、 及び 所 詩 「 グ ロー バル ・ 
ステ ー ブ ル コイ ン 」 の マク ロ 人 金融 上 の イン プリ ケー ショ ン に 係る I MF の 更 な る 
取組 に 期待 する 。 我 々 は 、 暗 号 資産 及び 所 詩 「 ス テー ブル コイ ン 」 に 関連 する マ 
ネー・ ロ ー ン ダリ ング (ML)、 テロ 資金 供与 (TF) 及び 拡散 金融 リス ク に 対処 
する た め の F ATF の 進行 中 の 作業 を 支持 し 、 世 界 全 体 で の F ATF 基 準 の 完全 、 
効果 的 か つ 迅 速 な 履行 を 求め る 。 

我々 は 、 サ イ バ ー の 強 朝 性 を 強化 する 継続 的 な 努力 を 支持 し 、 サ イ バ ー 攻 撃 へ の 
対応 や 復旧 の た め の 効 果 的 な 取組 に 関す る F S B の ツー ルキ ッ ト を 歓迎 する 。 


2020 年 11 月 に バー チャ ル 開 催さ れ た G20 リヤ ド ・ サ ミッ ト に お いて は 、 首 脳 宣言 


を 発出 し た 。 金融 関連 の 主 な 合意 事項 は 以下 の 通り 。 また 、 2024 年 まで の G20 議長 国 
が 発表 され た 。 


と 


我々 は 、 国 際 基 準 と 整合 的 に 行動 する 必要 性 を 含め 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス へ の 国 
ご と の 又は 国際 的 な 対応 の 支え と な る 金融 安定 理事 会 (FSB) の 原則 に コミ ッ 
ト し 、F SB に 対し 、 金 融 セ クタ ー の 脆弱 性 の 監視 、 景 気 循環 増幅 効果 と 信用 カ 
に 関す る 作業 、 及 び 規 制 ・ 監 督 上 の 措置 の 調整 を 継続 する こと を 求め る 。 

我々 は 、F SB に よる 2020 年 3 月 の 混乱 に 関す る 包括 的 な 確認 及び ノン バン ク 金 
融 セ クタ ー の 強 じ ん 性 を 向上 させ る た め の 今 後 の 作 業 計画 を 歓迎 する 。 

我々 は 、 ク ロス ボー ダー 決済 の 改善 に 向け た G20 ロー ド マ ッ プ を 承認 する 。 我々 
は 、F SB が 国際 機関 及び 基準 設定 主体 と 協調 し て 進捗 を 監視 し 、 ロ ー ド マッ プ 


を 見 直し 、G20 へ 年 一 回 報告 する こと を 求め る 。 

と 我々 は 、F SB が 2021 年 に 「 大 きす ぎ て 潰せ な い 問 題 」 に 対す る 改革 の 影響 評価 
を 完了 する こと を 期 待 する 。 

と さら に 、 我々 は 、2021 年 末 よ り 前 に L I BOR か ら 代 替 参照 金利 へ 秩序 ある 形 で 
移行 する こと の 重要 性 を 再 確認 する 。 

と サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス の 動員 及び 金融 包摂 の 強化 は 、 世 界 の 成長 と 安定 に と 
っ て 重要 で ある 。F SB は 、 気候 変動 が 金融 安定 に 与え る イン プリ ケー ショ ン の 
調査 を 継続 し て いる 。 我 々 は 、 こ うし た 分 野 に お ける 民間 部 門 の 参加 と 透明 性 の 
広がり を 歓迎 する 。 

と いか な る いわ ゆる 「 グ ロー バル ・ ス テー ブル コイ ン 」 も 、 関連 する 全て の 法律 上 、 
規制 上 及び 監視 上 の 要件 が 、 適 切な 設計 と 適用 可能 な 基準 の 遵守 を 通し て 十分 に 
対処 され る まで は サー ビス を 開始 する べき で な い 。 我々 は 、F SBB、 金融 活動 作 
業 部 会 (FATF) 及び IMF に よっ て 提出 され た 、 い わ ゆ る 「 グ ロー バル ・ ス 
テー ブル コイ ン 」 と その 他 の 類似 の 取組 に 関す る 報告 書 を 歓迎 する 。 我 々 は 、 基 
準 設定 主体 が これ ら の 報告 書 を 踏ま え 、 既 存 の 基準 の 見 直し に 取り 組み 、 必 要 に 
応じ て 調整 を 行う こと を 期待 する 。 我々 は 、 デジ タル 通貨 及び 所 詩 「 グ ロー バル ・ 
ステ ー ブ ル コイ ン 」 の マク ロ 人 金融 上 の イン プリ ケー ショ ン に 係る I MF の 更 な る 
取組 に 期待 する 。 


2021 年 3 月 に イタ リア 議長 下 で 初め て バー チャ ル 開 催さ れ た G20 財務 大 臣 ・ 中 央 
銀行 総裁 会 議 に お いて は 、 共 同 声明 は 発出 し な か っ た 。 会 議 で は 、 新 型 コ ロナ ウイ ル 
ス 感 染 症 対策 に よる 金融 安定 へ の 影響 や 対応 に 関す る 国際 連携 、 ク ロス ボー ダー 決済 
の 改善 、 気 候 変動 対応 等 に つい て 議論 し た 。 ま た 、G20 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス ・ 
スタ ディ グル ー プ の 活動 再開 に つい て 合意 し た 。 


2021 年 4 月 に 開催 され た G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に お いて は 、 共同 声明 を 
発出 し た 。 声 明 に お ける 金融 関連 の 主 な 合意 は 以下 の 通り 。 


と 我々 は 、 国 際 通 貨 基 金 (IMF) に 対し 、 経 済 及び 金融 統計 に 関す る 当局 間 グ ル 
ー プ 1 AG 及び 金融 安定 理事 会 (FSB) と の 緊密 な 協力 の 下 、 考え られ る 新た 
な デー タ ギ ャ ッ プ イニ シア ティ ブ に 関し 、 コンセプト ノー ト を 準備 する よう 求め 
る 。 

と 我々 は 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス の 動員 が 、 世 界 経済 の 成長 と 安定 や 、 よ り グ 
リー ン 、 よ り 強 勅 で 、 か つ 包 摂 的 な 社会 ・ 経 済 へ の 移行 の 促進 に 不可 欠 で ある こ 
と を 認識 する 。 我 々 は 、F SB に 対し 、 和 気候 関連 の 金融 安定 リス ク に 関す る デー 
タ の 入手 可能 性 と デー タ ギ ャ ッ プ の 評価 、 及 び 気 候 関連 財務 開示 を 改善 する 方 法 
に つい て 取り 組み 、 こ れ ら の 事項 に つい て 7 月 に 報告 する こと を 求め る 。 我 々 は 、 
F SB の 気候 関連 財務 情報 開示 タス ク フ ォ ー ス の 提言 に 基づき 、 国 際 的 に 一 貫 性 
の ある 、 比較 可能 で 質 の 高い サス テ ナ ビ リティ 報告 に 係る 開示 基準 の 重要 性 に 同 
意 する 。 我々 は 、 民 間 部 門 の 参加 の 広がり を 歓迎 する 。 我 々 は また 、 こ うし た 分 


野 で の 公共 部 門 の 参加 と 透明 性 の 広がり に 留意 する 。 我 々 は 、 サ ステ ナブ ルフ ァ 
イナ ンス ・ ス タデ ィ ・ グ ルー プ の 再 設置 を 歓迎 し 、 作 業 部 会 へ と 格上げ する と と 
も に 、 エ ビデ ンス に 基づく 気候 に 焦点 を 当て た G20 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス ・ 
ロー ド マ ッ プ の 初版 を 協力 し て 策定 する こと 、 サ ステ ナビ リティ 報告 を 改善 する 
こと 、 サ ステ ナブ ル 投 資 を 特定 する こと 、 国 際 人 金融 機関 の 取組 を パリ 協定 と 整合 
的 に する こと に つい て 、 2021 年 の 同 部 会 に よる 作業 に 期待 する 。 我々 は また 、7 
月 11 日 に 開催 予定 の ヴェ ネツ ィ ア 気候 カン ファ レン ス に お いて 、 こ れ ら の 課題 に 
つい て 議論 を 継続 する こと を 楽し み に し て いる 。 

我々 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 危機 へ の 対応 の た め に 包括 的 か つ 団 結 し た 取組 を 維 
持 す る こと 、 及 び 、 金 融 セ クタ ー が 金融 安定 を 維持 し な が ら 、 経済 へ の 支援 を 提 
供し 続け る よう 確保 する こと に コミ ッ ト す る 。 我々 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス へ の 
国 ご と の 又は 国際 的 な 対応 の 支え と な る 、 2020 年 4 月 に 合意 され た F SB の 原則 
へ の コミ ッ ト メ ント を 再 確認 する 。 ほ と ん どの 支援 措置 は 、 そ れ ら を 人 性急 に 解除 
する こと に よっ て 生じ うる 潜在 的 リス ク を 認識 し 、 経 済 及 び 公 衆 衛 生 の 状況 か ら 
必要 で ある 限り 継続 され る 。 我 々 は 、 長 期 的 な 金融 安定 リス ク を 最小 化す る た め 
に 、 支 援 措置 の 延長 、 修 正 あ る い は 終了 を 洛 進 的 か つ 的 を 絞っ た 方 法 で 検討 する 
際 に お ける 、 和 柔軟 な 状態 依存 アプ ロー チ の 便益 を 議論 する F SB 報告 書 を 歓迎 す 
る 。 我 々 は 、 情 報 共有 、 及 び 合 意 さ れ た 国際 基準 と の 整合 性 の モニ タリ ング を 含 
む 、 人 金融 安定 に 関す る 新型 コロ ナウ イル ス 対 応 措置 に 関す る 国際 協調 を 、F SB 
が 支援 し 続け る こと を 求め る 。 

我々 は 、 シ ステ ム 上 重要 な 銀行 の 「 大 きす ぎ て 潰せ な い 問 題 (TBTF)」 に 対す 
る 改革 の 実効 性 に 関す る F SB の 評価 報告 書 を 歓迎 する 。 我 々 は 、 効 果 的 な TB 
T F 改 革 が 社会 に 純 便益 を も た ら す と いう 主要 な 発見 に 留意 し 、 我 々 は 評価 の 中 
で 特定 され た 改革 の ギャ ッ プ へ の 対処 に 取り 組む 。 

我々 は 、 パ ン デ ミッ ク か ら 得 られ た 教訓 に つい て 、 人 金融 安定 の 観点 か ら 検 討 する 
こと に コミ ッ ト す る 。 

2020 年 3 月 の 市 場 混乱 に 関す る F SB の 「 包 括 的 レビ ュー」 報 告 書 に 基づい て 、 
我々 は 、 シ ステ ミッ ク な 観点 か ら ノ ン バ ン ク 金 融 仲介 (N BF I ) セク ター の 強 
朝 性 強化 に 取り 組み 、F S B が マネ ー・ マ ー ケ ッ ト ・ フ ァ ン ド の 強 勤 性 を 強化 す 
る た め の 政 策 提案 に 関す る 市 中 協議 報告 書 を 7 月 に 、 最 終 報告 書 を 10 月 に 提出 
し 、NBF I に 関す る より 広範 な 作業 計画 の 更新 に つい て の 報告 を 行う こと を 期 
待 す る 。 

我々 は 、 2020 年 G20 リヤ ド ・ サ ミッ ト で 承認 され た 「 ク ロス ボー ダー 送金 の 改善 
に 向け た G20 ロー ド マ ッ プ 」 の 適時 か つ 効 果 的 な 実施 及び 送金 の 流れ の 促進 に コ 
ミッ ト す る 。 

我々 は 、 規 制 上 、 監 督 上 及び 監視 上 の 枠組 が どの よう に いわ ゆる 「 グ ロー バル ・ 
ステ ー ブ ル コイ ン 」 へ 対処 し て いる か に 関す る F SB の 進捗 報告 書 、 及 び 中 央 銀 
行 デ ジタル 通貨 の 国境 を 越え た 利用 と 、 国 際 通 貨 シ ステ ム へ の より 広範 な イン プ 
リケーション に 関す る 幅広 い 議論 に 期待 する 。 我 々 は 、 い か な る いわ ゆる 「 グ ロ 
ー バ ル ・ ス テー ブル コイ ン 」 も 、 関 連 す る 全て の 法律 上 、 規 制 上 及び 監視 上 の 要 


件 が 、 適 切な 設計 と 適用 可能 な 基準 の 遵守 を 通し て 十分 に 対処 され る まで は サー 
ビス を 開始 する べき で な いこ と を 再 確認 する 。 

と 我々 は 、 金 融 セ クタ ー に お ける サイ バー イン シ デ ン ト 報 告 の 調和 に 関す る F SB 
報告 書 に 期待 する 。 

と 我々 は また 、L I BOR か ら の 移行 に 関す る 進捗 報告 書 に 期待 する 。 我 々 は 、L 
IBOR 指 標 の 停止 日 に 関す る 発表 に よる 明確 性 の 向上 を 歓迎 し 、 2021 年 末 ま で 
の 円 滑 な 移行 の 重要 性 を 再 確認 する 。 

と 我々 は 、 暗 号 資産 及び 暗号 資産 交換 業者 に 関す る F ATF 基準 の グロ ー バ ル な 履 
行 に つい て の 2 回目 の 12 か 月 レビ ュー の 妥当 性 を 認識 し 、 い わ ゆ る ステ ー ブ ル コ 
イン が F ATF 基準 の 対象 で ある こと を 認識 する 。 

> 昨年 承認 され た 「G20 金融 包摂 行動 計画 」 に 基づき 、 我 々 は 、 特 に 最も 脆弱 で 十 
分 な サー ビス を 受け られ な い 人 々 や 中 小 零 細 企 業 に と っ て 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 
危機 を 通し て 拡大 し て いる か も し れ な い 人 金融 包摂 上 の ギャ ッ プ を 特定 し 対処 する 、 
金融 包摂 の た め の グ ロー バル ・ バ パート ナー シッ プ (GPF I ) の 取組 を 支持 する 。 


参考 : G20 サス テ ナ ブ ル ・ フ ァ イ ナ ンス 作業 部 会 (S FWG) 


2016 年 に G20 中 国 議長 下 で Green Finance Study Group と し て 設立 。2018 年 よ 
り Sustainable Finance Study Group (SFSG) と 改称 。2019 年 より 活動 休止 し 
て いた が 、2021 年 G20 議長 国 伊 の 提案 で 、 2 月 財 相 中 銀 総裁 会 議 に て 活動 再開 を 
決定 し 、 4 月 財 相 中 銀 総裁 会 議 声明 に お いて 作業 部 会 Working Group) へ の 格 上 
げに 合意 し た 。2021 年 の 活動 再開 後 は 米国 ・ 中 国 が 共同 議長 を 務め る 。2021 年 に 
は 、 特に 気候 変動 に 焦点 を 当て て 、 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関す る 様々 な 国際 
的 な 取組 み を まとめ た G20 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス ・ ロ ー ド マッ プ の 初版 を 策 
定 す る こと 等 が 予定 され て いる 。 


第 2 節 人 金融 安定 理事 会 (F SB) 


1997 年 に 発生 し た アジ ア 通 貨 危機 の 際 、 一 国 に お ける 金融 危機 が 容易 に 各国 に 伝播 

(contagion) し た 経験 を 踏ま え 、1999 年 2 月 の G 7 に お ける 合意 に 基づき 、 金 融 監 
督 の 国際 的 な 協調 体制 を 強化 する 観点 か ら 人 金融 安定 化 フ ォ ー ラ ム (F SF :Financial 
Stability Forum) が 設立 され た 。 

その 後 、 リ ー マ ン ・ シ ョ ッ ク を 契機 に 、 メ ン バ ー を G20 の 財務 省 ・ 中 央 銀行 ・ 監 督 
当局 や 国際 機関 な ど に 拡大 し 、F SF を 改組 する 形 で 2009 年 に 金融 安定 理事 会 (FS 
B :Financial Stability Board) が 設立 され た 。 

F SB の 主 な 任務 は 、 各 基準 設定 主体 に お ける 作業 を 調整 し 、 金 融 ン ステ ム の 安定 
に 係る 国際 的 な 課題 に つい て 議論 する こと で ある 。 


I 組織 


全て の メン バー に よる 意思 決定 会 合 で ある 本 会 合 (Plenary) の 下 に 、 作業 全体 の 方 
向 性 等 を 決定 する 運営 委員 会 (SC : Steering Committee) と 複数 の 常設 委員 会 
(Standing Committee) が 設置 され て いる 。 各国 は それ ぞ れ 1 3 の 代表 権 (本 会 合 
の 議席 数 ) を 有 し て お り 、 日 本 か ら は 人 金融 庁 の ほか 、 財 務 省 、 日 本 銀行 が 参加 し て い 
る 。 な お 、2019 年 9 月 1 日 より 、 常設 委員 会 の ひと つ で ある 、 規制 監督 上 の 協調 に 係 
る 常設 委員 会 (SRC : Standing Committee on Supervisory and Regulatory 
Cooperation) の 議長 は 当 庁 の 前 氷見 野良 三 長官 が 務め て いた 。 
金融 安定 理事 会 (FSB) の 組織 
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また 、F SB は 、 人 金融 シス テム の 脆弱 性 や 金融 シス テム の 安定 化 に 向け た 取組 み に 
つい て 、 メ ン バ ー 当 局 と 非 メ ン バ ー 当 局 と の 意見 交換 を 促す 観点 か ら 、① ア ジア 、 ② 
アメ リカ 、 ぐ ③ 欧 州 、④ 中 東 ・ 北 アフ リカ 、 ⑤ サ ブサ ハラ アフ リカ 、⑥C I S 諸 国 、 の 
6 つの 地域 褒 問 グル ー プ (RCGs:Regional Consultation Groups) を 設置 し て いる 。 

F SB は 、 ス イス ・ バ ー ゼ ル の 国際 決済 銀行 (BI S) 内 に 事務 局 を 有 し て いる 。 
2013 年 に は 、 組 織 基 盤 強化 の た め 、 ス イス 法 上 の 非 営利 法人 と し て 法人 格 を 取得 し た 。 


中 主 な 議論 


1. 気候 変動 


2019 年 10 月 より 、 脆弱 性 評価 に 係る 常設 委員 会 (SCAV :Standing Committee 

on Assessment of Vulnerabilities) の 下 で 、 和 気候 変動 リス ク の 金融 安定 へ の 含 
意 に 関す る 分 析 が 行わ れ 、 2020 年 7 月 に 「 金 融 安 定 モ ニタ リン グ に お ける 物理 リス 
ク 及 び 移 行 リ スク の 考慮 に 係る 金融 当局 の 取組 み に 関す る スト ッ ク テ イク 報告 書 」、 
11 月 に は 「 気 候 変動 の 金融 安定 に 対す る イン プリ ケー ショ ン 」 を 公表 し た 。 

さら に は 、 気候 変動 関連 デー タ の 入手 可能 性 や デー タ ギ ャ ヤップ に 関す る 検討 が 進 
め ら れ て いる ほか 、2021 年 2 月 より 、S RC の 下 で 、 気候 変動 リス ク の 規制 ・ 監 督 
及び 気候 関連 情報 開示 に 関す る 作業 も 始動 し て いる 。 


2. 金融 技術 革新 


[ステ ー ブ ル コイ ン ] 
2019 年 の 暗号 資産 に 関連 し た 新た な 構想 の 出現 を 踏ま えた 対応 と し て 、 いわ ゆる 
「 グ ロー バル ・ ス テー ブル コイ ン 」 に 関し て は 、2019 年 10 月 、G20 財務 大 臣 ・ 中 
央 銀行 総裁 会 議 に お いて 、 政 策 及 び 規 制 上 の リス ク が サー ビス 開始 前 に 適切 に 対処 
され る 必要 が ある こと 、2020 年 に お ける F SB 等 の 更 な る 報告 を 求め る こと が 合意 
され た 。 その後 、S RC 傘下 の 作業 部 会 で 作業 が 進め られ 、 2020 年 4 月 か ら 7 月 に 
か け て 市 中 協議 が 行わ れ た 後 、 2020 年 10 月 に 規制 ・ 監 督 等 に 係る 10 の 提言 を 含む 
「『 グ ロー バル ・ ス テー ブル コイ ン 』 の 規制 ・ 監 督 ・ 監 視 一 最終 報告 と ハイ レベ ル な 
勧告 」 が 公表 され た 。 


[BigTech/SupTech] 

BigTech の 新興 国 市 場 へ の 参入 や SupTech/RegTech の 金融 レス テム 安定 へ の 含意 
に つい て 、SCAV の 下 で 分 析 が 進め られ 、2020 年 10 月 に 、 そ れ ぞ れ 「 新 興国 に 
お ける BigTech 企業 」、「 当 局 ・ 金 融 機関 に よる SupTech・RegTech の 活用 」 が 公表 さ 
れ た 。 


3. クロ スポ ボー ダー 送金 の 改善 


F S B は 、2020 年 2 月 の G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に お いて 、 送金 を 含 
む 、 よ り 安 価 で 、 迅 速 な 資金 移動 を 促進 する よう 、 グ ロー バル な クロ ス ボ ー ダ ー 決 
済 を 改善 する 必要 性 が 指摘 され た こと を 受け 、 決 済 ・ 市 場 イ ン フラ 委員 会 (CPM 

1 ) や その 他 の 関係 基準 設定 主体 や 国際 機関 と 協調 し て 作業 を 開始 し た 。 2020 年 10 
月 の G20 に お いて 、19 の 構成 要素 か ら 成り 、 ハ イレ ベル な アク ショ ンプ ラン と タイ 


ムラ イン を 提示 し た 「 ク ロス ボー ダー 送金 の 改善 : ロー ド マ ッ プーG20 向け 第 三次 
報告 書 」 が 承認 され た 。 2021 年 5 月 に は 、 ク ロス ボー ダー 送金 の 4 つの 課題 (コス 
ト 、 ス ピー ド 、 透明 性 、 ア クセ ス ) に 対処 する た め の 定 量 目標 を 定め た 市 中 協議 
書 「 ク ロス ボー ダー 送金 の 4 つの 課題 の 対処 に 向け た 目標 」 を 公表 し た 。 


4. アウ ト ソ ー シ ン グ / サ イ バ ー 


金融 機関 に よる クラ ウド 利用 の 金融 レス テム 安定 へ の 含意 に つい て 2019 年 12 月 
に 「 ク ラウ ドサ ービス 利用 に お ける 第 三 者 サー ビス へ の 依存 : 金融 安定 へ の 影響 に 
関す る 考察 」 が 公表 され た 後 、S RC 傘下 の 作業 部 会 で 、 ク ラウ ド を 含む アウ ト ソ 
ー シ ン グ ・ サ ー ド パー ティ 全般 を 対象 に 規制 ・ 監 督 ア プロ ー チ に 関す る 分 析 が 進め 
られ 、2020 年 11 月 に 「 ア ウト ソー シン グ ・ サ ー ド バー ティ に 関す る 規制 ・ 監 督 上 
の 論点 」 が 公表 され た 。 そ の 後 の 市 中 協議 及び 民間 を 交え た 会 合 で 挙げ られ た 意見 
を 取り 纏め 、2021 年 6 月 に 「 ア ウト ソー シン グ ・ サ ー ド バー ティ に 関す る 規制 ・ 監 
督 上 の 論点 (市 中 協議 に 寄せ られ た 意見 の 概要 ) 」 が 公表 され た 。 また 、S RC 傘下 
の 作業 部 会 で 、 サイ バー 事象 へ の 初動 ・ 回 復 対応 に 関す る 分 析 が 行わ れ 、 2020 年 4 
月 か ら 7 月 に か け て 市 中 協議 が 行わ れ た 後 、2020 年 10 月 に 「 サ イ バ ー 事 象 へ の 初 
動 と 回 復 に 関す る 効果 的 な 実務 」 が 公表 され た 。 


5. 市 場 の 分 断 


世界 金融 危機 以降 、G20 は 、 金融 規制 改革 を 進め 、 国 際 共 通 ル ー ル に 合意 し 、 持 
続 的 な 経済 成長 の 基盤 で ある 「 開 か れ た 強 勅 な 金融 ンス テム 」 の 維持 ・ 強 化 を 目指 
し て きた が 、 一 方 で 、 各 国 に お ける 取組 み が 金 融 市 場 を 分 断 さ せる リス ク を 懸念 す 
る 声 が 高まっ て いる 。 こ うし た 中 、 人 金融 市 場 の 分 断 が 、 危 機 時 に 流動 性 の 低下 等 を 
通じ 金融 レス テム の 安定 性 を 脅かす こと や 、 人 金融 仲介 機能 の 効率 性 を 損なう こと を 
回 避 す る 取組 み の 必要 性 に つい て 日 本 か ら 問 題 提起 を 行い 、 2019 年 日 本 議長 国 下 の 
G20 財務 トラ ッ ク の 優先 課題 の 一 つ に 「 市 場 分 断 の 回 避 」 を 設定 し た 。 委嘱 を 受け 
た F SB 及び I OSCO が 同年 6 月 G20 に 提出 し た 報告 書 に 基づき 、 各 主 体 に お い 
て 議論 が 進め られ て きた 。 2020 年 に F S B は 、 各国 の コロ ナ 対 応 施策 に 起因 する 市 
場 の 分 断 を 最小 化す る 観点 か ら 施策 の レポ ジ ト リ を 設置 し 、 当 局 間 の 情報 交換 を 促 
進 し て きた 。 市 場 の 分 断 に 関す る 各 作業 の 状況 は 、I OSCO に よる 各国 当局 の 規 
制 ・ 監 督 へ の 「 依 拠 」 に 関す る 好 事 例 の 特定 等 に 関す る 報告 書 と と も に 、 2020 年 10 
月 の G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に 報告 され た 。 


6. 金融 機関 の 実効 的 な 破綻 処理 
F SB で は 、 傘 下 の 破綻 処理 運営 グル ー プ (R e SG :Resolution Steering Group) 


を 中 心 に 、2011 年 11 月 に 策定 され た 「 金 融 機関 の 実効 的 な 破綻 処理 の 枠組 み の 主 
要 な 特性 」(Key Attributes) に 沿っ た 秩序 ある 破綻 処理 制度 の 整備 や 、 整備 され た 


制度 に 基づく 円 滑 な 破綻 処理 の 実施 に つい て 議論 が 行わ れ て いる 。 銀 行 セ クタ ー に 
つい て は 、 破綻 処理 の 実効 性 向上 の た め の 検 討 作 業 が 進め られ て いる ほか 、 2021 年 
4 月 に は 、 これ まで の 規制 改革 に 対す る 評価 と し て 「『 大 きす ぎ て 潰せ な い 問 題 (T 
BTF)』 に 対す る 改革 の 影響 評価 」 を 公表 し た 。 保険 セク ター や 金融 市 場 イ ン フ ラ 


(FM I ) に つい て も 、 Key Attributes に 沿っ た 実効 的 な 破綻 処理 枠組 み の 構 築 に 
向け て の 検討 が 進め られ て いる 。 


第 3 節 バー ゼル 銀行 監督 委員 会 (BCBS) 


バー ゼル 銀行 監督 委員 会 (バー ゼル 委員 会 、BCBS : Basel Committee on Banking 
Supervision) は 、 ヘ ル シ ュ タッ ト 銀 行 (西ドイツ ) 破綻 に 伴う 国際 金融 市 場 の 混乱 を 
受け て 、1974 年 に 、G10 の 中 央 銀行 総裁 の 合意 に よっ て 発足 し 、1975 年 2 月 に 第 1 
回 会 合 を 開催 し た 。 
バー ゼル 委員 会 の 任務 は 、 銀 行 監督 に 関す る 共通 の 基準 ・ 指 針 を 策定 する 観点 か ら 、 
① 国 際 的 に 活動 する 銀行 の 自己 資本 比率 規制 な ど 国際 的 な 基準 の 設定 、 ② 銀 行 監 督 を 
めぐ る 諸 問 題 に 関す る 話し 合い の 場 の 提供 、 で ある 。 バ ー ゼ ル 委 員 会 が 公表 する 監督 
上 の 基準 ・ 指 針 等 は 法 的 拘束 力 を 有する も の で は な い が 、 各 国 の 監督 当局 が 自国 内 に 
お いて より 実効 性 の 高い 銀行 監督 を 行う と と も に 、 ク ロス ボー ダー で 活動 する 銀行 が 
円 滑 に 業務 を 行え る よう 、 各 国 の 規制 を 国際 的 に 整合 性 の ある も の に する た め の 環 境 
整備 に 資す る も の と し て 、 世 界 各国 に お いて 幅広 く 取 り 入 れ ら れ て いる 。 
バー ゼル 委員 会 は 、 現 在 、 下 記 の 28 の 国 ・ 地 域 の 45 の 銀行 監督 当局 及び 中 央 銀行 
に よっ て 構成 され て お り 、 日 本 か ら は 人 金融 庁 及び 日 本 銀行 が 参加 し て いる 。 
欧 州 : 英 国 、 ド イツ 、 フ ラン ス 、 イタ リア 、 スペ イン 、 スイ ス 、 ス ウェー デン 、 
オラ ンダ 、 ベ ルギー、 ル クセ ンブルク 、EU 
アジ ア : 日 本 、 中 国 、 韓 国 、 香 港 、 シ ン ガ ポー ル 、 イ ンド 、 イ ンド ネシア 
北 米 : 米国 、 カ ナダ 
中 南米 : ブラ ジル 、 ア ル ゼ ンチ ン 、 メ キシ コ 
その 他 : オー スト ラリ ア 、 ロ シア 、 サ ウジ アラ ビア 、 南 アフ リカ 、 ト ルコ 


II 組織 


バー ゼル 委員 会 は 、 主 と し て バー ゼル (スイ ス ) に ある 国際 決済 銀行 (B I S) 本 
部 に お いて 、 原則 年 3 回 の 会 合 を 開催 し て いる 。 議長 は 、 2019 年 3 月 か ら ス ペイ ン 中 
央 銀行 の パブ ロ ・ エ ルナ ン デ ス ・ デ コス 総裁 が 務め て いる 。 

バー ゼル 委員 会 の 組織 ・ 活 動 内 容 は 2020 年 に 見 直さ れ 、 バ ー ゼ ル 委 員 会 の 下 に は 、 
政策 基準 部 会 (PSG :Policy and Standards Group) 、 監 督 協力 部 会 (SCG : 
Supervisory Cooperation Group) 、 リ スク 脆弱 性 評価 部 会 (RVG :Risk and 
Vulnerabilities Assessment Group)、 対 外 連 携 部 会 (BCG : Basel Consultative 
Group) の 4 つの レベ ル 2 部 会 や 、 規 制 評価 タス ク フ ォ ー ス (TFE : Task Force on 
Evaluations) 、 気 候 関 連 金 融 リ スク タス ク フ ォ ー ス (TFCR : Task Force on 
Climate-related Financial Risks) な ど が 設置 され た 。 さ ら に 、 そ の 下 に は 各 分 野 を 
専門 的 に 検討 する 作業 部 会 が 設け られ て いる 。 

各部 会 ・ 作 業 部 会 等 は 、 バー ゼル 委員 会 か ら 付託 され た マン デー ト に 従っ て 議論 を 
行い 、 結果 は バー ゼル 委員 会 に 報告 ・ 議 論 さ れる 。 また 、 特に 重要 な 案件 に 関し て は 、 
バー ゼル 委員 会 の 上 位 機関 で ある 中 央 銀行 総裁 ・ 銀 行 監督 当局 長官 グループ (GHO 





S : Group of Governors and Heads of Supervision) 会 合 で 議論 され る こと に な っ て 
いる 。 


(レベ ルク 2 部 会 / タ スク フォ ー ス ) 


バー ゼル 銀行 監督 委員 会 (BCBS) の 組織 





バー ゼル 銀行 監督 委 員 会 
(BaselCommittec on Bankmg Supervision) 
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(レベ ル 3 : 作 業 部 会 (Expert Group) ) 
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中 主 な 議論 


1. バー ゼル 委員 会 に お ける 組織 ・ 活 動 内 容 の 見 直し の 基本 方 針 の 承認 


バー ゼル 委員 会 は 、 バ ー ゼ ル 想 の 最終 合意 や 金融 を 取り 巻く 環境 の 変化 を 受け て 、 
2019 年 10 月 以降 、 組織 ・ 活 動 内 容 を 見 直す た め の 戦 略 的 レビ ュー を 進め て きた 。 

この 下 で 、2020 年 11 月 に は 、 バ ー ゼ ル 委 員 会 の 組織 ・ 活 動 内 容 の 見 直し の 基本 
方 針 が 承認 され た 。 具体 的 に は 、 世界 金融 危機 後 の バ ー ゼ ルル の 政策 アジ ェ ン ダ や 
に 明確 な 終止 符 を 打つ こと 、 バ ー ゼ ル 委 員 会 の バー ゼル 相関 連 の 今後 の 作業 は 、 ① 
基準 の 実施 ・ 適 時 性 ・ 整 合 性 の モニ タリ ング 、 及 び ② コ ロナ 危機 の 教訓 も 考慮 に 入 
れ た 、 規 制 改革 の 有効 性 に 関す る エビ デン ス に 基づい た 評価 の 完了 を 焦点 と し 、 そ 
の 実現 の た め に バー ゼル 委員 会 の 従来 の レベ ル 2 部 会 及び 作業 部 会 に つい て 再編 を 
行う こと に 合意 し た 。 

加え て 、 バ ー ゼ ル 委 員 会 の 将来 の 作業 に つい て は 、 銀 行 シ ステ ム に お ける 潜在 的 
な リス ク ・ 脆 弱 性 に 対処 する た め に 、 低 金利 環境 を 含む 銀行 セク ター に お ける 構造 
的 な 変化 や 、 進 行 中 の 金融 の デジ タル 化 、 及 び 気 候 関 連 金 融 リ スク を 含む 、 新 た に 
台頭 する トピ ッ ク に 焦点 を 当て て いく こと が 合意 され て いる 。 


(※) バー ゼル (国際 的 な 銀行 の 自己 資本 比率 規制 等 ) の 策定 及び 実施 

2008 年 9 月 の リー マン ・ シ ョ ッ ク を 契機 と し て 、 国 際 的 な 金融 規制 改革 に お いて 、 
国際 的 に 活動 する 銀行 に 対す る 新た な 基準 の 設定 が 中 核 的 課題 と され 、 自 己 資本 の 
質 ・ 量 の 強化 (2010 年 合意 ) や 流動 性 規制 の 導入 ・ 開 示 規制 の 見 直し 等 (2013 年 以 
降 合意 ) が 進め られ て きた 。 ま た 、2017 年 12 月 に は これ ら の 見 直し 作業 を 完了 さ 
せる も の と し て 、 リ スク アセ ッ ト の 過度 な バラ つき を 軽減 する た め の リ スク 計測 手 
法 等 の 見 直し (バー ゼル ル の 最終 化 ) が 公表 され た 。 

最終 化 さ れ た バー ゼル 想 は 2022 年 か ら 各国 に お いて 段階 的 に 実施 され る 予定 で 
あっ た が 、 新型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 拡大 を 受け 、 2020 年 3 月 、 金融 機関 の 
実務 上 の 負担 を 一 時 的 に 軽減 する 観点 か ら 、 実施 開始 時 期 を 1 年 間 延 期 (2023 年 か 
ら 実施 ) する こと が 合意 され た 。 


2. 気候 関連 金融 リス ク 


気候 関連 金融 リス ク に つい て は 、 2020 年 2 月 に タス ク フ ォ ー ス を 設置 し 、 同年 4 

月 に 各国 当局 の 取組 状況 を と り ま と め た レポ ー ト を 公表 し て いる 。 2021 年 4 月 に は 、 
気候 関連 金融 リス ク の 波及 経路 」 及 び 「 気 候 関連 金融 リス ク の 計測 手法 」 と 題 す 
る 分 析 報 告 書 を 公表 し た 。 こ れ ら の 文書 は 、 学 界 や 当局 の 先行 研究 、 金 融 機 関 と の 
対話 や 他 の 国際 的 な 機関 に よる 成果 物 を も と に 分 析 し た 結果 を まとめ て いる 。 

「 気 候 関連 金融 リス ク の 波及 経路 」 は 、 気 候 関 連 金融 リス ク が どの よう に 発生 し 、 
銀行 及び 銀行 シス テム に 影響 を 及ぼ すか に つい て 分 析 し て お り 、「 気 候 関 連 金 融 リ 
スク の 計測 手法 」 は 、 気 候 関連 金融 リス ク の 計測 に お ける 課題 と 、 銀 行 及 び 各国 当 
局 の 計測 手法 の 実務 の 現状 に つい て まとめ て いる 。 

バー ゼル 委員 会 は 、 こ れ ら の 文書 を 踏ま えて 規制 、 監 督 、 開 示 の 観点 か ら 検討 を 
行っ て いく 予定 と し て いる 。 


3. オペ レー ショ ナル ・ レ ジリ エン ス 及 び オ ペレ ー シ ョ ナ ル ・ リ スク 


バー ゼル 委員 会 は 、 2020 年 8 月 より 実施 され て いた 市 中 協議 の 結果 を 踏ま え 、3 
月 31 日 、「 オ ペレ ー シ ョ ナ ル ・ レ ジリ エン ス の た め の 諸 原則 」 及 び 「 健 全 な オペ レ 
ー シ ョ ナ ル ・ リ スク 管理 の た め の 諸 原則 の 改訂 」 と 題する 最終 文書 を 公表 。 

「 オ ペレ ー ン ショナ ル ・ レ ジリ エン ス の た め の 諸 原則 」 は 、 サ イ バ ー 攻 撃 や 自然 災 
害 な どの 発生 時 に お ける 銀行 の 重要 業務 の 継続 に つい て 、 銀 行 に 対し て 求め る 計 7 
の 原則 (ガバ ナン ス 、 オ ペレ ー シ ョ ナ ル ・ リ スク 管理 、 業 務 継 続 計画 と テス ト 、 相 
互 連関 性 の 特定 、 サ ー ド バー ティ 依存 度 の 管理 、 イ ン シ デ ント 管理 、 サ イ バ ー を 含 
む 情 報 通信 技術 の セキ ュ リ ティ 対応 ) を 示し て いる 。 また 、 「 健 全 な オペ レー ショ ナ 
ル ・ リ スク 管理 の た め の 諸 原則 」 は 、 2003 年 に 策定 され 、 2011 年 に 改訂 され た 版 に 
つい て 、 情 報 通信 技術 の 進展 な ど を 踏ま え 、 今般 、 改 訂 し て いる 。 


バー ゼル 委員 会 は 、 2019 年 12 月 に 、「 暗 号 資産 に 係る プル デン シャ ル な 取扱 い の 
デザ イン 」 と 題する ディ スカ ッ シ ョ ン ・ ペ ー パ バー を 公表 。 そ の 後 、 具 体 的 な 規制 ・ 
監督 上 の 措置 の あり 方 に つい て 検討 が 進め られ て きた 。 今般 、 2021 年 6 月 、 暗号 資 
産 エ クス ポー ジャ ー の プル デン シャ ル な 取扱 い に 係る 市 中 協議 文書 を 公表 し た 。 

市 中 協議 文書 で は 、 暗 号 資産 を 伝統 的 資産 に リン ク す る も の と し て 設計 され 規制 ・ 
監督 に 服 し て いる も の と それ 以外 に 分 け 、 後 者 に つい て は 保守 的 な 取扱 いと し て い 
る 。 バー ゼル 委員 会 と し て は 、 基 本 的 に 保守 的 な 取扱 い を 提案 し て いる が 、 暗 号 資 
産 の 分 類 方 法 な ど 、 規 制 の 具体 化 に 当たっ て は 多く の 論点 も ある 。 暗 号 資産 は 急速 
に 発展 し て いる こと も あり 、 バ ー ゼ ル 委 員 会 は 、 今 後 、 市 中 の 意見 や 金融 安定 理事 
会 (FSB) 等 の 他 の 国際 的 な 基準 設定 主体 の 議論 を 踏ま えな が ら 、 更 に 検討 を 深 
め て いく こと と し て いる 。 


5. シス テム 上 重要 な 銀行 に 対す る 対応 


2010 年 11 月 に G20 ソウ ル ・ サ ミッ ト へ 提出 ・ 公 表 さ れ た F SB 報告 書 「 シ ステ 
ム 上 重要 な 金融 機関 が も た ら す モラ ル ハ ザー ド の 抑制 」 に お いて 、 グ ロー バル な シ 
ステ ム 上 重要 な 金融 機関 (GSIFrIs :Global Systemically Important 
Financial Institutions) へ の 規制 ・ 監 督 上 の 措置 の 検討 を 進め る こと と され た 。 

これ を 受け 、 バ ー ゼ ル 委 員 会 で は 、 グ ロー バル な シス テム 上 重要 な 銀行 (GーS 
IBs :Global Systemically Important Banks) の ① 選 定 手法 、 ② 追 加 的 資本 上 乗 
せ 規 制 な ど が 検討 され 、2011 年 11 月 に 規則 文書 が 公表 され た (2013 年 7 月 、 本 規 
則 文 書 を 更新 し た 文書 が 公表 ) 。 

これ に 基づき 、F SB か ら GーSIBs の リス ト が 毎年 公表 され て お り 、 本 リス 
ト に 基づい た GーS I Bs に 対す る 追加 的 資本 上 乗せ が 適用 され て いる (資本 上 乗 
せ は 2016 年 か ら 段 階 的 に 実施 され て お り 、2019 年 3 月 か ら 完 全 実 施 ) 。 

GーS I Bs の 選定 手法 は 、 シ ステ ム 上 の 重要 性 に 係る 計測 手法 の 発展 等 を 踏ま 
え 、3 年 ご と に 見 直す こと と され て いる 。 2018 年 7 月 に 公表 され た 改訂 版 選 定 手法 
は 、 2021 年 より 適用 開始 され る 予定 だ っ た が 、 新型 コロ ナウ イル スス 感染 症 の 影響 を 
踏ま え 、 適 用 時 期 が 1 年 後ろ 倒し (2022 年 て -) され る こと に な っ た 。 


参考 : 東 ア ジア ・ オ セア ニア 中 央 銀行 役員 会 議 (EMEAP) 


東 ア ジア ・ オ セア ニア 中 央 銀行 役員 会 議 (EMEAP : Executives Meeting of East 
Asia and Pacific Central Banks) は 、1991 年 、 日 本 銀行 の 提唱 に より 、 同 地域 の 中 央 
銀行 関係 者 が 金融 政策 運営 な ど に つい て の 情報 ・ 意 見 交換 を 行う 場 と し て 発足 し た 。 メ 
ン バ ー は 、 日 本 ・ 中 国 ・ 韓 国 ・ 香 港 ・ オ ー ス トラ リア ・ ニ ュー ジー ラン ド ・ イ ンド ネ シ 
ア ・ マ レー シア ・ フ ィ リ ピン ・ シ ン ガ ポ ボール ・ タ イ の 11 か 国 ・ 地 域 。 

1996 年 以降 、 総 裁 会 議 及び 金融 市 場 、 決済 シス テム 、 銀行 監督 、1 T の 各 分 野 の 実務 
家 会 合 が 定期 的 に 開催 され て お り 、 銀 行 監 督 分 野 の 実務 家 に よっ て 構成 され る 銀行 監督 
部 会 (EMEAPーWGBS) に は 金融 庁 も 参加 し て いる 。 ま た 、2012 年 より 、 総裁 ・ 
長官 会 議 (EMEAPーGHOS) も 年 1 回 開催 され て いる 。 


総裁 会 議 総裁 ・ 長 官 会 議 
Governor'′s Meetings GHOS 


総裁 代理 会 議 金融 安定 委員 会 
Deputies' Meetings The Monetary and 
Financial Stability 
Committee (MFSC) 














IT 部 会 決済 シス テム 部 会 金融 市 場 部 会 銀行 監督 部 会 
The IT WG on Payment W on Financial WG on Banking 


Directors. and Settlement Markets Supervision 
Meeting Systems 
(IIUM) (WPSS) CWGFM) (WGBS) 





4 節 証券 監督 者 国際 機構 (1{ OSCO) 


証券 監督 者 国際 機構 (1i OS CO : International Organization of Securities 
Commissions) は 、 世 界 各 国 ・ 地 域 の 証券 監督 当局 、 証券 取引 所 等 か ら 構 成 され る 国際 
的 な 機関 で ある 。 加盟 機関 の 総数 は 、 普 通 会 員 (0rdinary Member : 証券 規制 当局 ) 、 
準 会 員 (Associate Member : その 他 当 局 ) 及び 協力 会 員 (Affiliate Member : 自主 規 
制 機関 等 ) あわ せ て 229 機関 2021 年 6 月 現在 ) と な っ て いる 。 I OSCO の 本 部 事 
務 局 は 、 マ ドリ ー ド (スペ イン ) に 置か れ て いる 。 

日 本 は 、1988 年 11 月 の メル ボル ン (オー スト ラリ ア ) に お ける 第 13 回 年 次 総会 で 、 
当時 の 大 蔵 省 が 普通 会 員 と し て 1I OS CO に 加盟 し た 。 現在 は 、 金融 庁 が 、 2000 年 7 
月 の 発足 と 同時 に それ まで の 金融 監督 庁 ( 準 会 員 ) 及び 大 蔵 省 (普通 会 員 ) の 加盟 地 
位 を 承継 する か た ち で 、 普 通 会 員 と な っ て いる 。 そ の 他 、1993 年 10 月 の メキ シコ ・ 
シテ ィ ー (メキ シコ ) に お ける 第 18 回 年 次 総会 で 証券 取引 等 監視 委員 会 が 準 会 員 と し 
て 加盟 し た ほか 、 商 品 先物 取引 を 所 掌 し て いる 経済 産業 省 及 び 農 林 水 産 省 が 普通 会 員 、 
日 本 取引 所 グル ー プ 及び 日 本 証券 業 協会 が 協力 会 員 と な っ て いる 。 

1I OSCO は 毎年 1 回 年 次 総会 を 開催 し て お り 、2020 年 は 11 月 に ドバイ (アラ ブ 
首長 国連 邦 ) で 開催 され る 予定 で あっ た が 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 を 受け 、 
ビデ オ 会 議 形 式 で 開催 され た 。 次 回 は 2021 年 11 月 に バー チャ ル で 開催 予定 で ある 。 
な お 、 我 が 国 に お いて も 、1994 年 10 月 に 東京 で 第 19 回 年 次 総会 が 開催 され て いる 。 

1I OSCO は 、 以 下 の 3 つ を 目的 と し て いる 。 
① 投 資 家 保護 、 市 場 の 公正 性 ・ 効 率 性 ・ 透 明 性 の 確保 、 シ ステ ミッ ク ・ リ スク へ の 対 

処 の た め に 、 証 券 分 野 の 規制 ・ 監 督 等 に 関す る 国際 基準 の 策定 ・ 実 施 等 を 行う こと 
② 投 資 家 保護 や 、 証 券 市 場 へ の 信頼 性 向上 の た め に 、 当 局 間 に お いて 、 情 報 交 換 や 、 

監督 ・ 不 公正 取引 の 監視 に お ける 協力 を 行う こと 
③ 各 国 に お ける 市 場 の 発展 支援 、 市 場 イ ン フ ラ の 強化 、 規 制 の 適切 な 実施 の た め に 、 

各 メ ン バ ー の 経験 を 共有 する こと 

1 〇 SCO は 、「 証 券 規制 の 目的 と 原則 」 を は じ め と する 証券 市 場 規 制 に 係る 国際 

原則 、 指 針 や 基準 等 を 定め て いる 。 こ れ ら は 基本 的 に メン バー を 法 的 に 拘束 する も 

の で は な い が 、 メ ン バ ー は これ ら を 踏ま えて 自ら 行動 し 、 原 則 の 遵守 等 に 取り 組む 

こと が 促さ れ て いる 。 

その 他 、 メ ン バ ー 間 の 情報 交換 協力 を 促進 する た め 策定 され た I OSCO 多 国 間 

情報 交換 枠組 み (IOSCO・MMoU) に つい て は 、2010 年 6 月 の 代表 委員 会 決 

議 に より 、 2013 年 1 月 まで に 全て の メン バー が I OSCO・MMo U へ 署名 (将来 

的 な 署名 約束 を 含む ) する こと が 義務 付け られ 、 各 メン バー は IOSCO・MMo 

U に 規定 され て いる 情報 交換 協力 が 実施 で きる よう な 法制 を 整備 する こと が 求め ら 

れ て いる (な お 、 当 庁 は 、2008 年 2 月 に IOSCO・MM o U に 署名 )。 


II 組織 


証券 監督 者 国際 機構 (1 OSCO) の 組織 


(20e1 年 ち 月 時 点 ) 
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1. 総会 (Presidents Committee) 
総会 は 、 全 て の 普通 会 員 の 代表 者 で 構成 され 、 年 1 回 、 年 次 総会 時 に 開催 され る 。 
2. 代表 理事 会 (IOSCO Board) 


代表 理事 会 は 、 2012 年 5 月 の 北京 総会 に お いて 、 既存 の 理事 会 や 専門 委員 会 等 を 
統合 し て 設立 され た 会 議 体 で ある 。 証券 分 野 に お ける 国際 的 な 規制 上 の 課題 へ の 対 
処 や 、 予 算 の 承認 等 、L OS CO の ガバ ナン ス 確 保 、 証 券 分 野 に お ける 能力 開発 等 
に 関す る 検討 ・ 調 整 を 行う こと と し て お り 、 そ の 下 に 各種 の 委員 会 や 作業 部 会 が 設 
置 さ れ て いる 。 

a 当 庁 を 含む 33 当局 (2021 年 6 月 現在 ) で 構成 され て いる 。 議 

香港 証券 先物 委員 会 (S FC) の オル ダーCEO (3 期 目 )。 副 議 長 は 、 2020 年 
i 米国 商品 先物 取引 委員 会 (CF TC) の ター バ 
ト 委員 長 (2021 年 2 月 退任 ) の 後任 は 空席 と な っ て お り 、 ベ ルギー 金融 サー ビス 
市 場 局 (F SMA) の セル ベ 委 員 長 と エジプト 人 金融 監督 庁 (FRA) の オム ラン 委 
員 長 (2021 年 5 月 就任 ) の 2 名 が 務め て いる 。 いずれ の 任期 も 、 2022 年 の 総会 まで 

と され て いる 。 


3. 地域 委員 会 (Negional Committee) 


代表 委員 会 の 下 に は 、 ア ジア ・ 太 平 洋 地域 委員 会 、 米 州 地域 委員 会 、 ヨ ー ロ ッ パ 
地域 委員 会 、 ア フリ カ ・ 中 東 地域 委員 会 の 4 つの 地域 委員 会 が 置か れ て お り 、 そ れ 
ぞ れ の 地域 固有 の 問題 が 議論 され て いる 。 我が国 は アジ ア ・ 太 平 洋 地域 の 33 当局 等 
で 構成 され る アジ ア ・ 太 平 洋 地 域 委員 会 (APRC : Asia-Pacific Regional 
Committee) に 属し て いる 。 同 委員 会 は 、 原 則 年 2 回 対面 会 合 が 開催 され て いた が 、 
新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 を 受け 、 2020 年 以降 は 概ね 2 て 3 か 月 に 1 回 、 全 
て ビデ オ 会 議 形 式 で 開催 され て いる 。 議長 は 2020 年 7 月 まで は 当店 の 水口 国際 証 
券 監理 官 (当時 ) が 務め 、2020 年 9 月 か ら は 森田 金融 国際 審議 官 が 務め て いた 。 

現在 、 新 型 コ ロナ 発生 下 で の 地域 金融 市 場 の 状況 に 関す る 情報 交換 、 地 域内 外 監 
曽 協力 の 強化 、 及 び サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス の 問題 な ど に つい て 議論 を 行っ て い 
る 。 


入 主 な 議論 
1. 概要 


IO 〇 OSCO は 、 主 に 証券 分 野 に お ける 国際 基準 の 検討 ・ 設 定 ・ 普 及 と 、 監 督 及 び 
法 執行 に 関す る クロ ス ボ ー ダ ー の 国際 協力 の 改善 (1 OS CO・MMo U の 推進 等 ) 
に 取り 組ん で いる 。 近年 は 、G20 サミ ッ ト か ら の マン デー ト を 受け 、 暗号 資産 の 取 
引 プ ラッ ト フ ォ ー ム 、 市 場 の 分 断 な ど 、 証 券 分 野 の 規制 上 の 個別 課題 を 検討 する 作 
業 や 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス と いっ た 新た な 課題 に お ける 証券 分 野上 の 問題 点 
を 検討 する 作業 、I OS CO メン バー の 監督 や 法 執行 の 分 野 で の 国際 協力 の 水準 を 
高め る 作業 等 に 重点 を 置い て 活動 し て いる 。 

また 、 2020 年 3 月 、 代表 理事 会 直下 に 「 金 融 安定 エン ゲー ジメント グル ー プ 」 (F 
SEG) を 設置 し 、FSB と 連携 し な が ら 、 資 本 市 場 に お ける 金融 安定 リス ク 、 特 
に 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 拡大 に 伴う ノン バン クセ クタ ー の 脆弱 性 に つい て 
議論 し て いる 。 前述 の 組織 図 に 記載 の と お り 、 I OS CO に は 、 総 会 、 代 表 理 事 会 
及び 地域 委員 会 の ほか 、 分 野 に 応じ た 8 の 政策 委員 会 (Comittee 1 て 8) や 特定 の 
課題 を 検討 する タス ク フ ォ ー ス な ど 、 数 多く の グル ー プ が 設置 され て いる 。 当 庁 は 、 
全て の 政策 委員 会 の メン バー と し て 1I OS CO が 常時 取り 組む 分 野 の 議論 に 参加 す 
る と と も に 、 状 況 に 応じ た 優先 課題 の 対応 の た め に 設置 され る 作業 部 会 な ど その 他 
多く の グル ー プ に も 参加 し 、 そ れ ら の 成果 物 に 向け た 作業 に 取り 組ん で いる 。 


2. 会 計 ・ 監 査 ・ 開 示 に 関す る 委員 会 (Committee 1 ) 
会 計 ・ 監 査 ・ 開 示 に 関す る 委員 会 は 、 会 計 基 準 、 監 査 基準 及び 開示 制度 に 関す る 


諸 課 題 に つい て 検討 を 行っ て いる 。 会 計 及 び 監 査 分 野 で は 、 国 際 会 計 基準 (I FR 
S) の 適用 上 の 課題 等 に 関す る 知見 の 共有 、 各 国 上 場 企業 の 監査 委員 会 と 外部 監査 


人 と の 関与 ・ 連 携 、 国 際 監 査 基準 (I SA) 等 の 基準 設定 主体 の ガバ ナン ス 等 に つ 
いて の 議論 を 行っ て いる 。 開 示 分 野 で は 、 上 場 企業 に よる 投資 家 向 け 開示 情報 の 質 
及び 透明 性 を 高め る 観点 等 か ら 議論 を 行っ て いる 。 な お 、2018 年 10 月 より 、 当 店 
の 園田 企業 開示 課 国際 会 計 調整 室長 が Committee 1 の 議長 を 務め て お り 、2020 年 9 
月 の 議長 選 で 再任 され た (任期 は 2022 年 11 月 まで の 2 年)。 


3. 流通 市 場 に 関す る 委員 会 (Committee 2 ) 


流通 市 場 に 関す る 委員 会 は 、 証 券 等 の 流通 市 場 に 関す る 諸 課 題 に つい て 検討 を 行 
っ て いる 。 2020 年 8 月 に は 株 式 流通 市 場 に お ける マー ケッ トメ イク 制度 の 考慮 要素 
を まとめ た 報告 書 、2020 年 12 月 に は 株 式 市 場 に お ける マー ケッ ト デ ー タ へ の アク 
セス に 関連 する 問題 点 に つい て 情報 を 集め る こと を 目的 と する 市 中 協議 文書 を 公表 
し た 。 


4. 市 場 仲介 者 に 関す る 委員 会 (Committee 3) 


市 場 仲介 者 に 関す る 委員 会 は 、 証 券 会 社 等 の 市 場 仲介 者 の 金融 商品 販売 態勢 や 規 
制 ・ 監 督 の 現状 等 を 各国 調査 し 、 調査 報告 書 の 公表 や 、 必要 に 応じ て 、 市 場 仲介 者 ・ 
監督 当局 に 向け た 国際 的 な 原則 の 策定 を 行っ て いる 。 2020 年 9 月 に は 「 社 債 に よる 
資金 調達 過程 に お ける 利益 相反 に 関す る ガイ ダン ス 」 と 題する 最終 報告 書 を 公表 し 
だ 


5. 法 執行 ・ 情 報 交換 に 関す る 委員 会 (Committee 4 ) 


法 執行 ・ 情 報 交 換 に 関す る 委員 会 は 、 国 際 的 な 証券 の 不 公正 取引 等 に 対応 する た 
め の 各 国 当局 間 の 情報 交換 や 法 執行 面 で の 協力 の あり 方 に つい て 議論 を 行っ て いる 。 
現在 、 ! T 技 術 等 の 発展 に よる 新た な 金融 商品 や 勧誘 方 法 等 に 対す る 法 執 行 面 で の 
課題 及び 対応 、 一 般 投資 家 向 け オ ン ラ イン 勧誘 ・ 販 売 に 係る 各種 リス ク へ の 対応 、 海 
外 居住 者 に 対す る 金銭 処分 の 執行 に 係る 課題 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 関連 の 不 
正 や その 調査 方 法 な ど に つい て 議論 を 行っ て いる 。 

また 、Committee 4 と 同時 に 開催 され る 審査 グル ー プ (Screening Group) 会 合 に 
お いて 、IOSCO・MMoU 及 び 強 化 さ れ た MMo U (Enhanced MMoU : EM 
Mo U) へ の 署名 審査 及び 署名 促進 の た め の 方 策 の 検討 等 を 行っ て いる 。 


6. 投資 管理 に 関す る 委員 会 (Comittee5) 


妥 資 管理 に 関す る 委員 会 は 、 集 団 投資 スキ ー ム 等 の 資産 運用 業界 の 諸 課 題 、 資 産 
運用 業界 に お ける シス テ ミ ッ ク ・ リ スク に 対応 する 規制 の あり 方 等 に つい て 議論 を 
行っ て いる 。 ま た 、 資 本 市 場 に お ける 金融 安定 リス ク に 関連 し うる 課題 に つい て は 、 
FSEG と 連携 し な が ら 検 討 を 行っ て いる 。 


7. 格付 会 社 に 関す る 委員 会 (Committee6) 


格付 会 社 に 関す る 委員 会 は 、 格 付 会 社 の 規制 ・ 監 督 に 関す る 諸 課 題 に つい て 検討 
を 行っ て いる 。 


8. デリ バテ ィ 市 場 に 関す る 委員 会 (Committee 7 ) 


デリ バテ ィ ブ 市 場 に 関す る 委員 会 は 従来 、 商 品 デ リバ ティ 市場 を 担当 する 部 会 
で あっ た が 、2017 年 10 月 か ら 新 た に 金融 商品 を 含む デリ バテ ィ 市 場 を 担当 する 
部 会 と な り 、 デ リバ ティ ブ 市 場 の 透明 性 の 向上 等 に つい て 検討 を 行っ て いる 。 日 本 
か ら は 当 庁 の ほか 、 経 産 省 、 農 水 省 も メン バー と な っ て いる 。 


9. 金融 教育 及び 投資 家 保 護 に 関す る 委員 会 (Committee 8) 


金融 教育 及び 投資 家 保 護 に 関す る 委員 会 は 、2013 年 6 月 に 新設 され た 委員 会 で 、 
投資 家 教 育 の 促進 及び 金融 リテラ シー の 向上 、 並 びに 投資 家 保 護 に 係る I OS CO 
の 役割 や 戦略 的 取組 み 等 に つい て 検討 を 行っ て いる 。 2017 年 より 毎年 同 委 員 会 主催 
の リテール 投資 家 向 け 啓 発 キ ャ ン ペ ー ン 『 世 界 投資 者 週間 』 が 世界 各地 で 開催 され 
て お り 、 当店 も 毎年 参加 し て いる 。 2020 年 は 、 コ ロナ の 状況 を 踏ま え 、 10 月 に オン 
ライ ン で イベ ント を 開催 し た 。 ま た 、2020 年 12 月 に は 「 暗 号 資産 に 関す る 個人 投 
資 家 の 教育 」 と 題する 最終 報告 書 と 、 2021 年 1 月 に 「 個 人 投資 家 の 苦情 処理 と 補償 
制度 」 と 題する 最終 報告 書 を 公表 し た 。 


10. エマ ー ジ ング ・ リ スク 委員 会 (CER) 


エマ ー ジ ング ・ リ スク 委員 会 (CER) は 、 新 興 リ スク や 証券 市 場 の 状況 に つい 
て 議論 する と と も に 、 証券 当局 が シス テ ミ ッ ク ・ リ スク 及び 新興 リス ク の 監視 ・ 特 
定 ・ 緩 和 等 を 行う た め の 手 法 等 に つい て 検討 し て いる 。CER は 、 IOSCO 内 の 
各 政 策 委員 会 及び 地域 委員 会 等 が 今後 検討 に 値する と 考え て いる 問題 点 を 広く 収集 
し た 上 で 、Risk Outlook と 題する 報告 書 に 集約 する 作業 を 定期 的 に 行っ て いる 。 
Risk Outlook は 、 代表 理事 会 が 今後 I OS CO と し て 優先 的 に 取り 組む べき 課題 を 
判断 する た め の 重 要 な 基礎 資料 と な る 。 


11. アセ スメント 委員 会 (Assessment Committee) 


アセ スメント 委員 会 は OS CO に お いて 策定 され た 原則 ・ 国 際 基 準 の 実施 等 に 
関す る 議論 を 行っ て いる 。 同 委員 会 は 、2020 年 11 月 に 、MMF 改 革 に 関す る I O 
S CO の 2012 年 提言 の 導入 に 関す る テー マ 別 レビ ュー の 最終 報告 書 を 、2021 年 5 
月 に 、 取 引 所 等 及び 市 場 仲介 業者 の 事業 継続 計画 に 係る テー マ 別 レビ ュー の 最終 報 


告 書 を それ ぞ れ 公表 し た 。 今後 、 2018 年 に OS CO に お いて 策定 され た ファ ンド 
の 流動 性 リス ク 管 理 に 関す る 提言 の 実施 状況 に つい て レビ ュー を 行う 。 


12. 証券 分 野 に お ける 情報 交換 枠組 み の 構築 


クロ ス ボ ー ダ ー 取 引 が 増大 する 等 、 各 国 証券 市 場 の 一 体 化 が 進ん で いる 中 で 、 証 
券 市 場 及び 証券 取引 を 適切 に 規制 ・ 監 督 す る た め に は 、 各 国 証券 規制 当局 間 の 情報 
交換 が 不可 欠 で ある 。 

日 本 は 、 これ まで 中 国 証券 監督 管理 委員 会 (CSRC) (1997 年 ) 、 シ ン ガ ポー ル 通 
貨 監督 庁 (MAS) (2001 年 ) 、 米国 証券 取引 委員 会 (SEC) 及び 米国 商品 先物 取引 
委員 会 (CFTC) (2002 年 ) 、 オ ナオ ー ス トラ リア 証券 投資 委員 会 (AS I C) (2004 年 ) 、 
香港 証券 先物 委員 会 (SF C) (2005 年 ) 並び に ニュ ー ジ ー ラ ンド 証券 委員 会 (2006 
年 ) と の 間 で 、 証券 分 野 に お ける 情報 交換 枠組 み に 署 名 し て いる 。 また 、 2006 年 1 月 
に は 米国 S EC 及び 米国 C F T C と の 情報 交換 枠組 み に つ いて 金融 先物 を その 対象 
に 加え る 改訂 を 行っ た 。 更に 、 欧州 証券 市 場 監督 局 (ESMA) と は 、 格付 会 社 に 関 
する 当局 間 の 協力 の た め の 書 簡 の 交換 (2011 年 ) 及び 清算 機関 に 関す る 覚書 へ の 署名 
(2015 年 ) 、 欧 州 の 証券 監督 当局 30 当局 と は 、 ク ロス ボー ダー で 活動 する ファ ンド 
業者 に 対す る 監督 協力 に 関す る 覚書 へ の 著名 (2013 年 、 2020 年 。 2021 年 、 英 国 の E 
U 離 脱 に 伴い 英国 と の 更新 され た 覚書 が 発効 。)、 米国 CF TC こ と は 、 クロ ス ボ ー ダ ー 
で 活動 する 規制 業者 に 対す る 監督 協力 に 関す る 覚書 へ の 署名 (2014 年 ) を それ ぞ れ 行 
っ た 。 2020 年 12 月 に は 、 イ タリ ア 国 家 証券 委員 会 (CONSOB) 及び イタ リア 中 
央 銀行 (BO 1 ) それ ぞ れ と の 間 で 、 証券 分 野 を 含む 監督 協力 に 関す る 覚書 へ の 署名 
を 行っ た 。 


13. 多国 間 情 報 交 換 枠組 み 


12. の 二 当 局 間 の 情報 交換 枠組 み に 加 えて 、2006 年 5 月 、 複 数 当局 間 の 情報 交換 
枠組 み で ある IOSCO・MMo U に 署名 する た め の 申 請 を 行い 、[I OSCO に よ 
る 審査 を 経て 、 2008 年 2 月 に 署名 当局 と な っ た 。 2021 年 6 月 現在 、124 の 証券 当局 
が IOSCO・MMoU に 署名 し て いる 。 

その 後 、 新た な 規制 ・ 執 行 上 の 課題 が 生じ て いる こと か ら 、 2012 年 以降 、I OS 
CO・MMo U を 強化 する た め の 改 訂 が 議論 され 、 2017 年 3 月 に EMM o U が 策定 
され た 。2021 年 6 月 現在 、19 の 証券 当局 が EMM o U に 署名 し て いる 。 

外国 の 証券 当局 と の 間 で この よう な 情報 交換 枠組 み を 構築 する こと に より 、 イ ン 
サイ ダー 取引 や 相場 操縦 の よう な 不 公正 取引 に 関す る 情報 や 証券 監督 上 必要 と な る 
情報 等 を 必要 に 応じ て 相互 に 提供 する こと が 可能 と な り 、 我 が 国 及 び 署 名 相手 国 の 
証券 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 に 寄与 する こと と な る 。 

欧州 で は 2018 年 5 月 に 新た な 個人 情報 保護 法 (欧州 一 般 デ ー タ 保護 規則 プ GD 
PR) が 施行 。GD P R の 下 で も 、 引 き 続 き 、I OSCO 加 盟 当 局 間 で の 円 滑 な 情 
報 交 換 を 可能 と する た め 、I OSCO に 加盟 する 欧州 証券 当局 と 非 欧州 証券 当局 の 


間 で 、 各 国 の 個人 情報 保護 制度 を 考慮 し つつ 、 行 政 的 取 極 を 策定 ( 当 庁 も 起草 チー 
ム に 参加 )。 当 庁 は 2019 年 4 月 26 日 に 署名 を 行っ た 。 

な お 、MM o U に 基づき その 署名 当局 間 の 情報 交換 を 円 滑 に 実施 する 上 で の 課題 ・ 
懸念 等 に つい て 定期 的 な 協議 を 行う 機関 と し て MM o U り モニ タリ ング ・ グ ルー プ が 
設置 され て お り 、2020 年 8 月 か ら 当店 の 長岡 参事 官 が 議長 を 務め て いる (任期 は 
2022 年 に 予定 され て いる I OSCO 年 次 総会 まで の 約 2 年 )。 

( 注 ) 長岡 MM o U り モニ タリ ング ・ グ ルー ブフ 議長 は 、 上 記 の 個人 情報 保護 に 係る 行 

政 的 取 極 の 評価 グル ー プ の 議長 も 兼任 し て いる 。 


14. サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関す る タス ク フ ォ ー ス 


1 OSCO は 、 2018 年 5 月 の 代表 理事 会 に お いて 、 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス に 
関す る 取組 み に つ いて I OS CO メン バー 間 で 情報 共有 ・ 意 見 交換 する た め の 枠 組 
み の 設 置 を 決定 。 各 国 の 取組 み 状 況 に 関す る 情報 収集 や 関係 者 と の 意見 交換 を 実施 
し 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関す る 市 場 関係 者 及び 各国 当局 の 取組 み に つ いて 
まとめ た 報告 書 を 作成 し た (2020 年 4 月 14 日 公表 ) 。 

同 報告 書 で は 、 今後 IOSCO と し て の 取組 み を 強化 すべ く タ スク フォ ー ス の 設 
置 が 提案 され 、2020 年 6 月 に 設置 され た 。 同 タス ク フ ォ ー ス で は 3 つの 作業 部 会 ( 企 
業 の サス テ ナ ビ リティ 開示 、 機 関 投 資 家 の サ ステ ナビ リティ 開示 、E SG 格付 け ) 
が 設置 され て お り 、 当 庁 の 池田 CSFO が 第 3 作業 部 会 (ESG 格 付 ) の 共同 リー 
ダー を 務め て いる 。2021 年 6 月 に は 、 第 1 作業 部 会 (企業 の サス テ ナ ビ リティ 開示 ) 
の 最終 報告 書 、 及 び 第 2 作業 部 会 (機関 投資 家 の サ ステ ナビ リティ 開示 ) の 市 中 協 
議 文 書 が 公表 され た 。 


15. リテール 市 場 に お ける コン ダク トト 問題 に 関す る 取組 み 


1 〇 SCO は 、 2020 年 6 月 、 リ テー ル 市 場 に お ける コン ダク トト 問題 に 関す る 情報 
共有 及び 規制 ツー ル 等 の 検討 の た め 、 タ スク フォ ー ス を 設置 。 リ テー ル 市 場 の 投資 
家 に 対す る コン ダク ト 問 題 ・ 事 例 と それ へ の 対処 に つい て 検討 し て いる 。 

短期 的 な 成果 物 と し て 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 環境 下 に お いて 生じ つつ あ 
る コン ダク ト 問 題 に 対処 する た め の 一 助 と すべ く 、 危 機 時 に お いて 生じ た 問題 事例 
に 関す る ケー スス タデ ィ を 集め た レポ ジ ト リ 及 び 当 該 ケ ー ス スタ ディ を 取り まとめ 
た 報告 書 を 作成 し 、2020 年 12 月 に 公表 し た 。 

今後 、 中 期 的 な 成果 物 と し て 、 現 在 の 規制 手法 へ の 理解 を 深め る と と も に 、 更 な 
る 検討 を 要する 箇所 を 特定 する こと を 目指 し て 、 メ ン バ ー 当 局 が 採用 し て いる 規制 
アプ ロー チ に つい て 実態 把握 を 行い 、 そ の 結果 を 踏ま えた 規制 ツー ルキ ッ ト を 作成 
予定 で ある 。 


16. 市 場 の 分 断 に 関す る 取組 み 


日 本 議長 国 下 の G20 財務 トラ ッ ク の 優先 課題 の 一 つ で ある 「 市 場 分 断 の 回 避 」 に 
つい て の 作業 を 担う た め 、I OS CO は 、 2019 年 1 月 、 市 場 分 断 フ ォ ロ ー ア ッ プ グ 
ルー プ を 設置 。 設置 当初 より 、 水 口 審議 官 (当時 ) が 共同 議長 を 務め 、2020 年 秋 か 
ら は 森田 金融 国際 審議 官 が 共同 議長 を 務め て いる 。 2019 年 秋 以 降 、 国境 を 越え て サ 
ービス を 提供 する 業者 の 規制 監督 に 際 し 、 当 該 業者 の 母国 規制 を 信頼 し て 「 依 拠 」 
する 仕組 み に 関す る 各国 の 好 事 例 を 特定 する 作業 等 を 行い 、 2020 年 6 月 に 報告 書 を 
公表 し た 後 、2020 年 10 月 の G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に 報告 し た 。 ま た 、 
2020 年 以降 、I OS CO 地域 委員 会 や 協力 会 員 府 問 委員 会 に お ける 市 場 分 断 事例 の 
特定 を 目的 と する 継続 的 な 議論 や 、 監 督 カ レッ ジ の 設立 ・ 実 施 に 関す る 好 事 例 の 抽 
出 に 向け た 作業 が 開始 され て いる 。 


第 5 節 決済 ・ 市 場 イ ン フラ 委員 会 (CPMI ) 等 【 店 頭 デ リバ ティ 市 場 改革 〕 


2009 年 の ピッ ツバ ー グ ・ サ ミッ ト 首 脳 宣言 に お いて は 、 以下 の 事項 を 行う こと に つ 
いて 合意 が な され た 。 
票 準 化 さ れ た 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 の 、① 適 当 な 場合 に お ける 取引 所 又は 電子 取引 
基盤 (ETP) を 通じ た 取引 、② 中 央 清算 機関 (CCP) を 通じ た 決済 
② 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 の 取引 情報 蓄積 機関 (T R) へ の 報告 


また 、 2011 年 の カン ヌ ・ サ ミッ ト に お いて は 、BCBS- IOSCO に 対し て 、 2012 
年 6 月 まで に 清算 集中 され な い 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に 関す る 証拠 金 に 係る 基準 ( 証 
拠 金 規制 ) を 市 中 協議 用 に 策定 する こと が 求め られ た 。 

これ ら を 受け て 、 I OSCG 等 の 国際 基準 設定 主体 で 国際 原則 の 策定 等 が な され 、 
各国 に お いて も 規制 が 整備 ・ 実 施さ れ て いる 最 中 で ある が 、 米 国 ・ 欧 州 に よる クロ ス 
ボー ダー 取引 へ の 規制 の 適用 を 背景 に 市 場 分 断 の リス ク が 顕在 化し て いる こと か ら 、 
各国 規制 の 調和 や 実施 の 調整 等 が 課題 と な っ て いる 。 2019 年 6 月 に 、F SB お よび I 
OS CO 各々 か ら G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に 提出 され た 市 場 の 分 断 に 関す る 
報告 書 に は 、 店 頭 デ リバ ティ ブ 市 場 に お ける 事例 が 取り 上 げ ら れ て いる が 、 そ の フォ 
ロー アッ プ と し て 、 1I OS CO は 、 各 国 当局 の 規制 ・ 監 督 へ の 「 依 拠 」 に 関す る 好 事 
例 の 特定 作業 等 を 実施 し 、2020 年 6 月 に 報告 書 を 公表 し た 。 

また 、FSB SRC ン R e SG、BCBS、CPM 1 、I OSCO は 、 2015 年 4 月 
の G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 合 に CCP に 関す る 作業 計画 を 共同 で 提出 。 当該 計 
画 に 基づい て 、CCP の 強 萌 性 、 再 建 、 破 綻 、 清 算 集 中 に 係る 相互 依存 性 の 分 析 等 に 
つい て 作業 が 行わ れ て き て いる 。2020 年 11 月 に は F S B か ら 「CCP の 破綻 処理 財 
源 及 び 株 式 の 取扱 い に 関 する ガイ ダン ス 」 の 最終 版 が 公表 され た 。 


II 主 な 議論 
1. 決済 ・ 市 場 イ ン フ ラ 委員 会 (CPMI-IOSCO) 


G20 の 提言 を 踏ま え 、I OSCO と B I S の 決済 ・ 市 場 イ ン フ ラ 委 員 会 (CPM 
1 : Committee on Payments and Market Infrastructures、2014 年 9 月 に 支払 ・ 決 
済 シ ステ ム 委 員 会 (CPSS : Committee on Payment and Settlement Systems) か 
ら 改 称 ) が 共同 で 、 資 金 決済 シス テム 、 証 券 決済 シス テム 及び 清算 機関 に 係る 既存 
の 国際 基準 の 包括 的 な 見 直し を 実施 し 、 2012 年 4 月 に これ ら を 1 つ に まとめ た 「 金 
融 市 場 イ ン フ ラ の た め の 原 則 」(F M I 原則 ) を 公表 し た 。 そ の 後 CPMI-1IOS 
CO は 、FM I 原則 の 実施 状況 の モニ タリ ング や FM I に 対す る 規制 の あり 方 に つ 
いて 継続 的 な 議論 を 行っ て いる 。 


(1) 政策 常設 グル ー プ (PSG) 


金融 市 場 イ ン フ ラ の 規制 の あり 方 に つい て 議論 する グル ー プ ブ 。 近年 で は 主 に C 
CP の 強 勅 性 (ガバ ナン ス 、 ス トレ ステ スト 、 財 務 資 源 、 証 拠 金 等 ) 及び 再建 に 
関す る 議論 を 行っ て いる 。 2020 年 以降 、 同年 6 月 に 公表 され た 「 清 算 機関 の デフ 
ォ ル ト 処 理 オ ー ク ショ ン に 関す る 論点 」 の フォ ロー アッ プ を 実施 する と と も に 、 
CCP に お ける クラ イア ント クリ アリ ング 、 参 加 者 破綻 に 起因 し な い 損 失 (Non- 
Default Loss) へ の 対応 、 ス テー ブル コイ ン の 仕組 み (Stablecoin Arrangements) 
に 対す る FM I 原則 の 適用 に つい て 分 析 ・ 検 討 作 業 を 行っ て いる 。 


(2) 実施 モニ タリ ング ・ グ ルー プ (IMSG) 


各国 に お ける FM I 原則 実施 の 促進 に 向け 、F SB、CPM 1 又は I OSCO 

の メン バー で ある 28 法 域 に お いて 、 実 施 状況 を 定期 的 に 評価 ・ モ ニタ リン グ す る 
た め に 設置 され た グル ー プ 。 2020 年 に は 、 ブ ラジ ル の レベ ル 2 評価 報告 書 が 公表 
され た 。 また 、 レ ベル 1 評価 に つい て は 、 全 28 法 域 に つい て 年 次 で デー タベース 
の 更新 作業 が 行わ れ て いる (最新 版 は 2021 年 5 月 に 更新 ) 。 


(3) サイ バー レジ リエ ンス 作業 部 会 (WGCR) 

FM I 原則 を 補完 する も の と し て 、 サ イ バ ー レ ジリ エン ス に 関す る ガイ ダン ス 
を 策定 する た め に 設置 され た グル ー プ で ある 。 2016 年 6 月 の 「 金 融 市 場 イ ン フ ラ 
の た め の サ イ バ ー 攻 撃 耐性 に 係る ガイ ダン ス 」 公 表 以 降 は 、 そ の フォ ロー アッ プ 
と し て 、 ガ イダ ンス 実施 の 進捗 状況 に 関す る サー ベイ や ラウ ンド テー ブル 開催 に 
取り 組ん で いる 。 


2. FSB 固 有 取 引 識別 子 ・ 固 有 商 品 識別 子 ガ バナ ンス に 関す る 作業 部 会 (GUU 
G) 


当該 作業 グル ー プ (GUUG) は 、CPMI-1IOSCO で 検討 され た U TI ・U 
P I 技術 ガイ ダン ス の 実施 を 効果 的 に 行う た め 、 ガ バナ ンス の 枠組 み の 検 討 を 行う 
作業 グル ー プ と し て 2016 年 3 月 に F SB の 下 に 設置 され た 。2018 年 1 月 に UT I 
ガバ ナン ス に つい て 、2019 年 10 月 に UP 1 ガバ ナン ス に つい て 、 そ れ ぞ れ 最 終 文 
書 を 公表 し た 後 は 、UT 1I ・UP I ・CDE の 暫定 的 な ガバ ナン ス 主 体 と し て 識別 
子 全体 の ガバ ナン ス を 担っ て いた が 、2020 年 10 月 1 日 を も っ て 解散 し 、 こ れ ら の 
3 識別 子 の ガバ ナン ス の 役割 は 、L E 1 の ガバ ナン ス を 行う 為 に 2013 年 に 発足 し 
た 規制 監視 委員 会 で ある ROC に 移管 され た 。 


3. FSB 店 頭 デ リバ ティ ブ 作 業 グ ルー プ (ODWG) 


2009 年 の G20 ピッ ツバ ー グ ・ サ ミッ ト で 合意 され た 店 頭 デ リバ ティ 市場 改革 
に つい て 、 各 国 の 進捗 状況 を 管理 する 目的 で FSB の 下 に 設立 され た グル ー プ で ある 。 
これ まで 、 年 に 1 度 の 頻度 で 各国 の 改革 に 関す る 進捗 状況 を 纏め た プロ グレ スレ ポ 
ー ト を 公表 し て きた が 、2020 年 7 月 、F SB 本 会 合 は ODWG の 解散 を 決定 し た 。 
その 後 は 、F SB 基準 実施 に 係る 常設 委 (SCS ) が 同 作業 を 引き 継い で いる 。 


4. BCBS- 1 OSCO 証 拠 金 規制 作業 部 会 (WGMR) 


CCP で 清算 され な い 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に つい て は 、 シ ステ ミッ ク ・ リ スク 
を 低減 する と と も に 、CCP へ の 証拠 金 拠出 を 回 避 す る イン セン ティ ブ を 抑制 する 
こと を 通じ て CCP の 利用 を 促進 する と いう 観点 か ら 、BCBS と IOSCO が 共 
同 作業 部 会 (WGMR) を 設置 し て 、 規制 の 在り 方 を 検討 し て いる 。 2013 年 9 月 に 
最終 報告 書 を 公表 し た 後 、2015 年 3 月 、2019 年 7 月 、2020 年 4 月 に 最終 報告 書 の 
改訂 を 行っ て お り 、 現 在 も 作業 部 会 等 に お いて 、 マ ー ジ ン 規 制 の 着実 な 実施 に 向け 
て 議論 が 続け られ て いる 。 


5. 規制 監視 委員 会 (ROC) お よび グロ ー バ ル L E I 財団 (GLEIF) 


LE I と は 、 金融 取 引 等 を 行う 主体 を 識別 する た め の 国 際 的 な 番号 で 、 世 界 的 な 
金融 危機 後 、 金融 取引 の 実態 を 効率 的 ・ 効 果 的 に 把握 する 目的 か ら 、 2011 年 の G20 
カン ヌ ・ サ ミッ ト 首 脳 宮 言 に より 導入 が 合意 され 、 利 用 が 進め られ て きた も の で あ 
る 。 
2013 年 1 月 、 当局 か ら な る 規制 監視 委員 会 (ROC) が 発足 。 2014 年 6 月 に は 中 
央 業務 機関 を 運営 する 組織 と し て グロ ー バ ル LE I 財団 が 設立 され (グロ ー バ ル L 
E I 財団 の 設立 者 は F SB、 設立 準拠 法 は スイ ス 法 ) 、 その 後 は 、L E I の 利用 拡大 
の 検討 、 符 番 さ れ た LE I の 更新 、LE I 参照 デー タ 項 目 の 検討 な ど 実 務 的 な 議論 
を 継続 し て いる 。 な お 、ROC は 、2020 年 10 月 以降 、UT I ・UP I ・CDE の 
ガバ ナン ス 主 体 と し て 識別 子 全体 の ガバ ナン ス も 担っ て いる 。 


第 6 節 


保険 監督 者 国際 機構 (I A I S : International 


保険 監督 者 国際 機構 (I AI S) 


AssocIation of 


Insurance 


Supervisors) は 、 1994 年 に 設立 され 、 世界 の 各国 ・ 地 域 の 保険 監督 当局 等 の 約 200 機 
関 (メン バー) で 構成 され て お り 、 日 本 は 、1998 年 より メン バー と し て 参加 し て いる 。 

I AIS は 、① 効 果 的 か つ 国 際 的 に 整合 的 な 保険 監督 の 促進 に よる 、 保 険 契約 者 の 
利益 及び 保護 に 資す る 公正 で 安全 か つ 安 定 的 な 保険 市 場 の 発展 と 維持 、 ② 国 際 的 な 金 
融 安定 化 へ の 貢献 を 目的 と し て いる 。 事務 局 は スイ ス ・ バ ー ゼ ル の 国際 決済 銀行 (B 

I S) 内 に ある 。 


I 組織 


I A IS は 、 総 会 、 


執行 委員 会 、 そ の 他 委員 会 (予算 委員 会 、 


監査 リス ク 委 員 会 、 


政策 企画 委員 会 、 マ クロ ブル ー デ ンス 委員 会 及び 実施 評価 委員 会 ) 、 小 委員 会 及び 事務 
局 等 か ら 構成 され る 。 









Coordinaton Group 
調 概 グル ー プ 


保険 監督 者 国際 機構 (IAIS) の 委員 会 構造 


Generai Meeting 
総会 
Executive Commlttee 
執行 委員 会 










Budget Committee 
子 冨 委員 会 














AndW and Risk Committee 
監査 リス ク 委 員 会 










Implementation and Assessment Committee 
実施 評価 委員 会 


Macroprudentiai Commitee 
マク ロブ ルー デン ス 壮 負 会 


Macroprudential Mionitoring 
Worting Group 
マク ロブ ルー デン ス 
モニ タリ ング 作業 部 会 





Fintech Forum 
フィ ン テ ッ ク フ ォ ー ラ ム 
FinandallnclusionForum 
例 融 包 押 フォーラム 
Retirement income and Pension Forum 
退職 所 香 年 人 金 フ ォ ー ラ ム 
Standards Assessment Working Group 
基準 評価 作業 部 会 


Supervisory Forurm 
監督 者 フォ ー ラ ム 







Macroprudential SupeiMsion 
Working Group 
マク ロブ ルー デン ス 
圧倒 作業 部 会 









DistinguishedFellows Task Force 
栄 登 表 彰 考 タス ク フ ォ ー ス 












Insurance Capital Standard and 
Comparability TaskForce 
国際 次 本 基 塗 タ スク フォ ー ス 


Selecbon Committee 
指名 委員 会 













Venue Ssiedion Group 
開催 地層 定 ヲ ルーブ 
Policy Development Commatee 
政 案 企画 委員 会 
作業 部 久 


| | Accounting andAuditing Working Group 
多 計 監査 作業 


Capital, Solvency andFieid Testing 
Wiorking Group 
吉本 リル ベン シー 影 才 度 調 詩作 業 部 会 





Financial Crime TasKForce 
人 金融 才 界 タス ク フ ォ ー ス 


Govemance Worting Group 
ガバ ナン ス 作 業 部 会 


| 
し 27 | 


Infrastructure Task Force 
イン フラ タス ク フ ォ ー ス 






InSuranCe Groups Woraing Group 
保険 グル ー プ 作業 部 会 
















Resolubon Working Group 

作業 部 会 

Signalories Working Group 
圭 名 者 作業 部 会 





Supervisory Miaterial Review Task Force 
監督 文 午 レビ ュー タス ク フ ォ ー ス 





も 和 名 は 仮 訳 


Market Conduct Working Group 
マー ケッ トコ ンダ クト 作業 部 会 


Operational Reslllence Task Force 
オペ レー ショ ナル レジ リエ ンス 
タス ク フ ォ ー ス 





1 A IS の 全て の メン バー で 構成 され て お り 、 毎 年 1 回 、 年 次 総会 が 開催 され る 。 
2. 執行 委員 会 


新た な 監督 原則 、 基 準 、 指 針 等 の 採択 を は じ め と し た 、 主要 な 決定 を 行う 最高 意 
思 決 定 機関 で あり 、 地域 構成 の バラ ンス を 考慮 し た 32 の 国 ・ 地 域 (北米 : 7、 西欧 : 
7、 アジ ア : 7 、 オ セア ニア : 1、 ラ テン アメ リカ : 2、 アフリカ 南部 : 2 、 北 ア 
フリ カ ・ 中 東 : 2、 中 東欧 : 2、 オフ ショ ア : i 
現在 の 議長 は 、 英 国 健全 性 監督 機構 (P RA) の サポ ル タ 理 事 で あり 、 副 議長 は 、 
当 庁 の 飛 弾 国際 政策 管理 官 、 米 国 全米 保険 監督 官 協会 (NAIC) トマ イヤ 

一 会 長 、 南 アフ リカ 中 央 銀行 の ボ ゲ ル サ ン 監 督 局長 の 3 名 が 務め て いる 。 


3. 政策 企画 委員 会 


執行 委員 会 の 下 、 監 督 基準 の 策定 等 を 所 掌 し て いる 。 政策 企画 委員 会 の 下 に は 、 
ソル ベン シー、 破 綻 処 理 、 会 計 ・ 監 査 、 ガ バナ ンス な ど 個 別 分 野 ご と に 作業 部 会 が 
設置 され て お り 、 保険 基本 原則 (I CP : Insurance Core Principles) 及び 国際 的 
に 活動 する 保険 グル ー プ (IAIGs) の 監督 の た め の 共 通 枠組 み (ComFra 
me : Common Framework for the Supervision of Internationally Active 
Insurance Groups) の 策定 な ど を 担当 し て いる 。 


4. マク ロ プ ルー デン ス 委 員 会 


執行 委員 会 の 下 、 シ ステ ミッ ク ・ リ スク へ の 対応 に 関す る 業務 を 所 掌 し て いる 。 
マク ロ プ ルー デン ス 委 員 会 の 下 に は 、 マ クロ プル ー デ ンス 監督 作業 部 会 及び マク ロ 
プル ー デ ンス モニ タリ ング 作業 部 会 が 設け られ て お り 、 関 連 す る ICP 及び Com 
Frame の 策定 や 、 保 険 セ クタ ー に お ける シス テ ミ ッ ク ・ リ スク の た め の 包 括 的 
枠組 み の 実 施 、 グ ロー バル な 保険 市 場 の 動向 に 関す る 報告 書 の 作成 な ど を 担当 し て 
いる 。 


5. 実施 評価 委員 会 


各国 に お ける 監督 基準 の 実施 状況 の 評価 や 、 ク ロス ボー ダー の 情報 交換 に 関す る 
作業 部 会 等 が 設置 され て いる 。 


中 主 な 議論 


1. 国際 的 に 活動 する 保険 グル ー プ (IAIGs) の 監督 の た め の 共 通 枠組 み (C 


omFrame) 


1 A 1 S は 、 金融 危機 を 踏ま えた 対応 と し て 、 2010 年 より ComFrame の 開 
発 に 着手 し 、 数 次 の 市 中 協議 を 経て 、! CP に ComFrame を 統合 し た うえ で 、 
2019 年 11 月 の 年 次 総会 で C omF r ame 及び 改定 され た I CP を 採択 し た 。 


(※) IAIGs を 選定 する ベン チマ ー ク と し て 、「3 つ 以上 の 法 域 に お いて 保険 
料 収入 が あり 、 か つ 、 海 外 保 険 料 収入 比率 が 10% 以 上 で ある こと を 前 提 に 、 
総 資産 500 億 ドル 以上 、 ま た は 、 保 険 料 収入 100 億 ドル 以上 の 規模 を 有する 
保険 グル ー プ 」 と いう 基準 が 示さ れ て いる 。 IAIGs の 選定 ・ 公 表 は 、 各 
当局 の 裁量 に 委ね られ て いる 。 


2. IAIGs に 適用 され る 国際 資本 基準 (Ii CS : Insurance Capital Standard) 
の 検討 


1 A IS は 、2013 年 より IAIGs に 適用 され る I CS の 開発 に 着手 し 、 2017 年 
7 月 に 拡大 フィ ー ル ド テ スト の た め の 国 際 資 本 基準 (Ii CS Version 1.0) を 公表 
し 、 2018 年 7 月 に I CS Version 2.0 に 関す る 市 中 協議 文書 を 公表 し た うえ 、 2019 
年 11 月 に モニ タリ ング 期間 の た め の I CS Version 2.0 に 合意 し た 。 1I CS 
Version 2.0 は 、 2020 年 か ら 2024 年 まで の 5 年 間 の モニ タリ ング 期間 を 経た 後 、 規 
制 資 本 と し て 実施 され る こと と な っ て いる 。 

また 、I A IS は 、 RN 

可能 性 を 評価 する こと と し て いる 。 I A 1 S は 、 合 算 手法 の 比較 可能 性 の 定義 及び 
ハイ レベ ル 原 則 の 市 中 協議 文書 を 2020 年 11 月 に 公表 し た の ち 、 2021 i 同定 
義 及 び ハ イ レベ ル 原 則 を 最終 化し た 。 


3. シス テ ミ ッ ク ・ リ スク へ の 対応 


金融 規制 理事 会 (F SB) は 、2013 年 より 2016 年 まで 毎年 、I A I S の 開発 し 
た グロ ー バ ル な シス テム 上 重要 な 保険 会 社 (GーS I I s) の 選定 手法 に 基づき 、 
GーS 1 I s の リス ト を 公表 し て きた (これ まで 日 本 社 が リス ト に 含ま れ た こと は 
な い ) 。 一 方 、! A I S は 、 保険 セク ター に お ける シス テ ミ ッ ク ・ リ スク の 評価 枠組 
み の 見 直し に 着手 し 、2017 年 12 月 に は 市 中 協議 文書 「 シ ステ ミッ ク ・ リ スク に 対 
する 活動 ベー ス の アプ ロー チ 」 を 公表 し 、2018 年 11 月 に は 市 中 協議 文書 「 保 険 セ 
クタ ー に お ける シス テ ミ ッ ク ・ リ スク の た め の 包 括 的 枠組 み 」 を 公表 し た の ち 、2019 
年 11 月 の 年 次 総会 で 同 枠組 み を 最終 化し た 。 


参考 : アジ ア 保 険 監 督 者 フォ ー ラ ム (AF I R : Asian Forum of Insurance Regulators) 


AF I R は 、 ア ジア を 中 心 と する 保険 監督 当局 の 間 の 保険 監督 上 の 相互 理解 及び 連携 
強化 を 目的 と し て 2005 年 に 発足 し た 。 金融 庁 は 、A F I R の 発足 以来 参画 し て お り 、 近 
年 で は 2019 年 5 月 の 年 次 総会 ( 於 マカ オ ) 、2020 年 7 月 の 年 次 総会 (オン ライ ン 会 合 
に それ ぞ れ 当 庁 か ら 国 際 政 策 管理 官 が 参加 し 、 他 国 当局 と 定期 的 な 意見 交換 を 行っ て い 
る 。 


4. その 他 
(サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス ) 


I A IS は 、2017 年 より 、 持続 可能 な 保険 フォ ー ラ ム (SI F) と 連携 し て 、 保 
険 会 社 の 業務 の 持続 可能 性 に 関す る 課題 と 機会 に つい て 議論 を 行っ て いる 。 2018 年 
7 月 に は 、「 保 険 セ クタ ー に お ける 気候 変動 リス ク に 関す る イシ ュー ペー パー」、2020 
年 2 月 に は 、「TCFD 提 言 実 施 に 関す る イシ ュー ペー パー」 を 公表 。2020 年 10 月 、 
保険 監督 当局 が 、 気 候 関連 リス ク を 監督 枠組 み に ど の よう に 組み 入れ て いる か に つ 
いて 市 中 協議 文書 「 保 険 セ クタ ー に お ける 気候 関連 リス ク 監 督 に 係る アプ リ ケ ー シ 
ョ ン ペ ー パ ー」 を 公表 し た の ち 、2021 年 5 月 に 最終 化し た 。 ま た 、2021 年 3 月 より 、 
S IF と と も に 、 生 物 多様 性 を 含む 自然 関連 リス ク に 関す る 作業 を 開始 し て いる 。 


第 7 節 金融 活動 作業 部 会 (FATF) 


金融 活動 作業 部 会 (FATF :Financial Action Task Force) は 、 マ ネロ ン 等 対策 
に お ける 国際 協調 を 推進 する た め 、 1989 年 の アル シュ ・ サ ミッ ト 経 済 宣言 を 受け て 設 
立 さ れ た 政府 間 会 合 で あり 、 事務 局 は パリ の OECD 内 に 置か れ て いる 。 2001 年 の 米 
国 同時 多発 テロ 事件 以降 は テロ 資金 供与 対策 、2012 年 以降 は 拡散 金融 対応 に も 取り 組 
ん で いる 。 

FATF の メン バー は OECD 加盟 国 を 中 心 に 2021 年 6 月 現在 37 か 国 ・2 地域 機 
関 で ある 。 FATF は 、 条 約 に 基づく 恒久 的 な 国際 機関 で は な く 、 政 府 間 の 合意 に 基 
づき 、 そ の 活動 内 容 と 存続 の 要 否 が 見 直さ れる 。 

FATF の 主 な 役割 は 、 以 下 の と お り で ある 。 

① マネ ロン 等 対策 に 関す る 国際 基準 (F ATF 勧告) の 策定 及び 見 直し 

② FATF メ ン バ ー 間 に お ける F ATF 勧告 の 遵守 状況 の 監視 及び 相互 審査 

③ 国際 的 な マネ ロン 等 対策 の 拡大 ・ 向 上 

④ FATF 非 メン バー 国 ・ 地 域 に お ける F ATF 勧告 遵守 の 徒 源 

⑤ マネ ロン 等 の 手口 及び 傾向 に 関す る 研究 


「 総 会 」 に 相当 する F ATF 全 体 会 合 は 通常 年 3 回 (2 月 、6 月 、10 月 ) 開催 され 、 
F ATF 勧告 筐 守 に 関す る 相互 審査 、 今 後 の 政 策 方 針 策定 等 の 重要 事項 の 審議 及び 採 
択 等 が 行わ れ て いる 。 ま た 、 総 会 の 下 に は 以下 の 部 会 が 設置 され て いる (括弧 内 は 、 
我が国 の 担当 省庁 。 我 が 国 の Head of Delegation は 財務 省 が 務め る )。 

① PDG (Policy Development Group) : 政策 立案 ( 主 に 金融 庁 、 財 務 省 ) 

② ECG (Evaluation and Compliance Group) : 相互 審査 ( 主 に 財務 省 ) 

③ I CRG(International Cooperation and Review Group) : 高 リ スク 国 ・ 非 協力 
国 へ の 対応 ( 主 に 外務 省 ) 

④ RTMG(Risk, Trends and Methods Group) : マネ ロン 等 に 関す る リス ク ・ 傾 
向 ・ 手 法 の 分 析 ( 主 に 警察 店 ) 

⑤ GNCG (Global Network Coordination Group) : FATF 型 地域 体 (FSRB 
s) ・ 国 際 機 関 と の 連携 ( 主 に 財務 省 ) 

FATF は 、 各 メン バー 国 ・ 地 域 に 対し て 、 メ ン バ ー 国 ・ 地 域 に より 構成 され る 審 
査 団 を 派遣 し 、 勧告 の 遵守 状況 に つい て 相互 審査 を 行っ て いる 。 国際 基準 で ある F A 
TF 勧告 は 、 ① マ ネロ ン 等 対策 等 の 基本 的 枠組 み で ある 「40 の 勧告 」 及び ② の テロ リズ 
ム と テロ 資金 供与 対策 の 基本 的 枠組 み で ある 「9 の 特別 勧告 」 に より 構成 され て きた 

( 旧 勧告 )。 そ の 後 、 第 4 次 相互 審査 に 向け て 両 勧告 の 改定 、 統合 、 整理 が 行わ れ 、 双 
方 を カバ ー す る 新 「40 の 勧告 」 が 2012 年 2 月 の F ATF 全体 会 合 に お いて 採択 ・ 公 
表 さ れ た 。 

当該 新 「40 の 勧告 」 に 基づき 、 2014 年 より 、 メ ン バ ー 国 ・ 地 域 に 対す る 第 4 次 相互 

審査 が 順次 実施 され て いる 。 第 3 次 相互 審査 と 異な り 、 第 4 次 相互 審査 に お いて は 、 


新 「40 の 勧告 」 で 求め られ て いる 法令 等 整備 に 係る 形式 基準 の 遵守 (Technical 
Compliance) に 加え 、 法令 等 の 枠組 み に 則っ た マネ ロン 等 対策 に 関す る 11 項目 の 有効 
性 (Effectiveness) に つい て も 審査 され る 。 

日 本 に 対す る 相互 審査 は 、 2019 年 10 月 か ら 11 月 に か け て 、F ATF 審 査 団 が 、 金 
融 庁 を 含む 関係 省庁 及び 金融 機関 等 に 対し て オン サイ ト 審 査 を 実施 し た 。 審査 結 果 を 
記し た 対日 審査 報告 書 に つい て は 、 当初 、 2020 年 6 月 の F ATF 全 体 会 合 で 採択 予定 
で あっ た が 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 拡大 に 伴う 手続 凍結 を 経て 、 2021 年 6 月 会 
合 で 採択 され 、8 月 に 公表 され た 。 

今回 の 対日 審査 で は 、 前 回 審査 以降 の 取組 み を 踏ま え 、 日 本 の マネ ロン 等 対策 の 成 
果 が 上 が っ て いる と の 評価 を 得 た 。 同 時 に 、 日 本 の 対策 を 一 層 向 上 させ る た め 、 人 金融 
機関 等 に 対す る 監督 の 強化 等 に ⑱ 優 先 的 に 取り 組む べき と され て いる 。 第 四 次 対日 相 
互 審査 報告 書 の 公表 を 契機 と し て 、 政 府 は 今後 3 年 間 の 行動 計画 を 策定 ・ 公 表し て お 
り 、 引 き 続 き 、 官 民 が 連携 し て マネ ロン 等 対策 高度 化 の 取組 み を 継続 し て いく 。 


(※) 具体 的 に は 、 ① マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 拡 散 金融 対策 の 監督 強化 、 ② 人 金融 機 
関 等 の リス ク 理 解 向 上 と リス ク 評 価 の 実施 、 金 融 機関 等 に よる 継続 的 顧客 管理 の 完 
全 実施 、④ 取 引 モ ニタ リン グ の 共同 シス テム の 実用 化 の 4 項目 に 優先 的 に 取り 組む 。 


I 主 な 議論 


1. 暗号 資産 に 関す る 議論 


2019 年 6 月 、 暗号 資産 に 関す る F ATF 基準 の 採択 を 受け 、 業界 と の 対話 お よび 
基準 遵守 に 向け た 業界 の 取組 み の モ ニタ リン グ 等 の た め に 、F ATF 政 策 企画 部 会 

(PDG) 傘下 に コン タク ト ・ グ ルー プ が 設立 され た 。 当 庁 の 羽 渕 国際 政策 管理 官 
が 同 グ ルー プ 共 同 議長 を 務め 、 本 分 野 で の F ATF で の 議論 を 主導 し て いる 。 

2021 年 6 月 に は 、 上 記 コ ンタ クト ・ グ ルー プ の も と で 、 暗 号 資産 に 関す る FATF 基 
準 (2019 年 6 月 最終 化 ) の グロ ー バ ル な 実施 状況 と その 課題 に 関す る 2 回 目 の 報告 
書 が 採択 され た (2021 年 7 月 公表 )。 ま た 、FATF の 暗号 資産 ガイ ダン ス 改 訂 作 
業 に お いて も 、 当 庁 が プロ ジェ クト ・ リ ー ド を 務め 、 市 中 協議 案 (2021 年 3 月 公表 ) 
の 取り 纏め に 主導 的 な 役割 を 果たし た (2021 年 10 月 公表 ) 。 


2.「 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ に よる 監督 に 関す る ガイ ダン ス 」 に つい て 


実効 的 な マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 の 実施 に お いて は 、 従 来 
の ルー ル ・ ベ ー ス の 対応 で は な く 、 リ スク を 適時 ・ 適 切 に 特定 ・ 評 価 し 、 そ の リス 
ク に 見 合っ た 低減 措置 を 講ず る 、 い わ ゆ る 「 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ 」 の 考え 方 
が 基本 で あり 、 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ に よる 監督 強化 が 世界 的 な 課題 と な っ て 
いる 。 こう し た 中 、F AT F は 、 2021 年 3 月 4 日 「 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ に よ 
る 監督 に 関す る ガイ ダン ス 」 を 公表 し た 。 


3. その 他 の 議論 


現在 、FATF で は 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 分 野 の デジ 
タル ・ ト ラン ス フ ォ ー メ ーション が 優先 課題 の 1 つと な っ て お り 、 官 民 に お ける A 
ML/CFT の 実施 を より 効果 的 に する 新 技術 の 機会 と 課題 に 関す る 報告 書 、 お よ 
び 、 民 間 セ クタ ー に お ける Al や ビッ ク デ ー タ の 活用 促進 に 向け た デー タ プー リン 
グ ・ 共 同 分 析 と デー タ プラ イバシー ・ 保護 に か か る 報告 書 が 2021 年 6 月 に 採択 され 
た 。 

また 、 ク ロス ボー ダー 送金 に か か る 課題 ( 高 コ スト 、 ス ピー ド 不 足 、 透明 性 の 欠 
如 ) に つい て 、G20 で の 問題 意識 を 受け 、 現 在 、FSB (金融 安定 理事 会 ) を 中 心 
に 、 課題 改善 に 向け た 19 の 構成 要素 (Building Blocks (BB)) に 沿っ て 、 国際 機 
関 の 協調 の 下 、 作業 が 進め られ て いる 。 この うち 、BB5「AML/CFT 規 制 の 調 
和 」 に つい て 、F ATF が 主 担当 と な っ て 検討 を 進め て いる 。 


第 8 節 その 他 の 主体 


I サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス 関連 の その 他 の 会 議 主体 


サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関し て は 、 前 節 ま で に 記載 し た 会 議 主体 に お ける 議論 
の 他 に も 、 以 下 の 会 議 体 に お ける 活動 を 通じ て 、 国 際 的 な 議論 に 積極 的 に 参画 し て い 
る 。 


. 気候 変動 リス ク 等 に 係る 金融 当局 ネッ トワ ー ク (NGFS) 


NGFS (Network for Greening the Financial System) は 、 和 気候 リス ク へ の 金 
融 監督 上 の 対応 を 検討 る た め の 中 央 銀行 及び 金融 監督 当局 の 国際 的 な ネッ トワ ー 
ク と し て 、2017 年 12 月 に 設立 され た 。 現在 100 以上 の 当局 や 国際 機関 が 参加 し て 
お り 、 当 庁 は 2018 年 6 月 に 加盟 、 2020 年 11 月 か ら は 運営 委員 会 メン バー と し て 活 
動 し て いる 。 

気候 関連 リス ク 等 に 関す る ミク ロ 及 び マ クロ プル ー デ ンス 、 グ リー ン フ ァ イ ナ ン 
ス 促進 、 デ ー タ ギャ ヤッ プ と いっ た テー マ 別 の 作業 部 会 に お いて 分 析 を 進め て お り 、 
2021 年 4 月 に 「 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス 市 場 の 動向 」、5 月 に は 「 デ ー タ ギャ ッ 
プ 解 消 に 向け た 活動 進捗 報告 書 」 を 公表 し た ほか 、6 月 に は 、 2020 年 に 公表 し た N 
GF S 気 候 ン ナリ オ の アッ プ デ ー ト も 行っ て いる 。 


2. サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関す る 国際 的 な 連携 ・ 協 調 を 図る プラ ッ ト フ ォ ー 
ム (IPSF) 


IPSF (International Platform on Sustainable Finance) は 、2019 年 10 月 
に 欧州 委員 会 が 中 心 と な り 発足 させ た 多国 間 フ ォ ー ラ ム で あり 、 サ ステ ナブ ルフ ァ 
イナ ンス に 係る 民間 資金 の 流通 拡大 や 統合 的 な 市 場 の 促進 を 目標 と する 。 2021 年 6 
月 末 現 在 、17 か 国 ・ 地 域 の 当局 、 及 び オ ブザー バー で ある 11 の 国際 機関 が 参加 し 
て お り 、 当 店 は 2020 年 11 月 に メン バー と な っ た 。 

タク ソノ ミー、 開 示 、 金 融 商品 ・ ラ ベル 等 に つい て ベス ト プ ラ クティ ス の 共有 や 
各国 ・ 地 域 の 取組 み に 関す る 情報 交換 等 を 行う こと と し て お り 、 当 庁 は 開示 に 関す 
る ワー キン ググ ルー プ の 議長 を 務め て いる 。 


3. 国際 会 計 基準 (IFRS) 財団 


国際 会 計 基 準 (1 FRS) の 設定 主体 で ある I F RS 財団 は 、 2020 年 9 月 、 サ ス 
テ ナ ビ リティ に 関す る 国際 的 な 報告 基準 を 策定 すべ く 、 新 た な 基準 設定 主体 を 設置 
I 議 文 書 (コメ ント 期間 : 2020 年 9 月末 ~12 月 末 ) を 公表 し た 。 これ 

に 対し 、 当 庁 及 び 公 益 財 団 法人 財務 会 計 基 準 機構 (F ASF) が 事務 局 を 務め る I 
F RS 対応 方 針 協議 会 に お いて 国内 関係 者 の 意見 集約 を 行い 、2020 年 11 月 、 基準 


設定 主体 設置 に 対す る 賛 意 や 報告 基準 に 対す る 日 本 の 考え 方 等 を まとめ た コメ ント 
レタ ー を I F RS 財団 に 発出 し た 。 

2021 年 4 月 30 日 、I F RS 財団 は 、 2020 年 9 月 末 ~12 月 末 に 実施 し た 市 中 協議 
結果 の フィ ー ド バッ ク 文 書 の 公表 、 及 び 、 新 た な 基準 設定 主体 ([SSB: 
International Sustainability Standards Board) の メン バー 構成 等 を 含む 定款 改 
計 案 の 市 中 協議 (コメ ント 期間 : 2021 年 4 月 末 ~7 月 29 日 ) を 開始 し た (I FR 
S 財 団 は 2021 年 11 月 に I S SB の 設置 を 公表 ) 。 


3. その 他 


2020 年 10 月 、 当 店 は 国際 資本 市 場 協会 (International Capital Market 
Association : I CMA) が 定め る グリ ー ン ボン ド 原 則 及 び ソ ー シ ャ ル ボ ンド 原則 

諸 問 委員 会 の メン バー に 前 年 に 引き 続き 選任 され 、 ト ラン ジ シ ョ ン フ ァ イ ナ ンス 
等 に 関す る 議論 に 参加 し て いる 。 


I 経済 協力 開発 機構 (OECD) 
1. コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス 委員 会 
(1) 沿 


OECD 加盟 国 ・ 非 加盟 国 に 対す る 普及 活動 と し て 、G20 プ OECD コー ポ 
レー ト ・ ガ バナ ンス 原則 に 基づく ピア レビ ュー の 実施 、 世 界 各地 で の ラウ ンド 
テー ブル 開催 等 を 行っ て いる 。2016 年 11 月 より 、 同 委員 会 の 議長 を 総合 政策 
局 (併任 ) の 神田 眞人 氏 (財務 省 財務 官 ) が 務め て いる 。 


(2) 主 な 議論 


OECD コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス 原則 (1999 年 制定 、2004 年 、2015 年 改 
訂 ) は 、 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス の 国際 標準 と し て 、 各 国 の 政策 立案 を 支援 
する 指針 を 提供 する も の で あり 、 世 界 銀行 の 「 国 際 基 準 の 遵守 状況 に 関す る 報 
告 書 」 の 評価 基準 や 、F SB が 指定 する 「 健 全 な 金融 レシ ステ ム の た め の 主 要 基 
準 」 の 1 つ に 位置 付け られ る 。 

本 原則 は 、O 〇 OECD の コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス 委員 会 が 所 管 し て いる 。 同 
委員 会 は 、 世 界 的 な 金融 危機 以降 の 状況 変化 等 を 反映 すべ く 、OECD 非 加盟 
国 の 参加 も 得 な が ら 、2013 年 秋 よ り 、 約 10 年 ぶり と な る 本 原則 の 改訂 作業 を 
開始 。 作 業 結果 は 2015 年 11 月 の G20 サミ ッ ト に 提出 され 、「G20 プ OECD 
コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス 原則 」 と し て 承認 され た 。 

主 な 改訂 内 容 は 以下 の と お り で ある 。 


① 機 関 投資 家 の 運用 資産 増加 、 資 本 市 場 構造 の 複雑 化 に 鑑み 、 機 関 投資 家 に よ 
る 議決 権 行使 の 実績 の 開示 や 議決 権 行使 助言 会 社 な ど に よる 利益 相反 管理 を 
明記 。 

② 次 融 危 機 の 教訓 を 踏ま え 、 リ スク 管理 に 係る 取締 役 会 の 役割 を 拡充 する と と 
も に 、 役 員 報 酬 の 決定 に 対す る 株 主 関与 を 強化 。 

③ 近 年 の 動向 を 踏ま え 、 ク ロス ボー ダー 上 場 企業 に 対す る 規制 、 非 財務 情報 の 
開示 、 関 連 当事者 間 取 引 の 適切 な 管理 等 の 新た な 論点 を 追加 。 


また 、 本 原則 の 各国 に お ける 実施 状況 を 評価 する た め の 方 法 ( メ ソ ド ロ ジー) 
(2006 年 策定 ) も 、 改訂 原則 の 普及 ・ 実 施 の た め 、 2017 年 3 月 に 改訂 ・ 公 表 さ 
れ た 。 

OECD は 、2021 年 6 月 30 日 に ロー マ に て 開催 され た 事務 総長 主催 の イベ 
ント に て 、 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス 委員 会 が 作成 し た 、 コ ロナ 福 が 資本 市 場 
等 に も た らし た 影響 を 分 析 し た 報告 書 を 公表 する と と も に 、 コ ロナ 福 で 生じ た 
経済 社会 ・ 資 本 市 場 の 変化 に 企業 が 対応 し 、 資 本 市 場 を 活用 し た 長期 的 価値 の 
最大 化 の 達成 を 支援 する こと を 目指 し 、 同 委員 会 が G20 プ OECD コー ポレ ー 
ト ・ ガ バナ ンス 原則 の 見 直し 作業 に 着手 する こと を 公表 し た 。 


2 . 保険 * 私 的 年 金 委 員 会 (1 PPC、Insurance and Private Pensions Comittee) 


(1) 治 
健全 な 保険 ・ 私 的 年 金 ン シ ス テム を 構築 する 観点 か ら 、 保 険 ・ 私 的 年 金 に 関す 
る 最新 の 動向 に つい て デー タ 収 集 ・ 情 報 交 換 を 行う と と も に 、 新 た な 政策 課題 
に つい て 意見 交換 や 政策 提言 を 行う た め 、1961 年 9 月 に 設立 され た 。 2019 年 3 
月 より 、 当 庁 の 河合 美 宏 参 与 が 同 委 員 会 の 議長 を 務め て いる 。 


(2) 主 な 議論 

会 合 に は 、O 〇 OECD 加盟 国 等 の 政府 代表 に 加え 、 民 間 保 険 業界 の 代表 も 参加 
し 、 官 民 交 えた 議論 が 行わ れ て いる 。 最 近 で は 、 デ ジタル 化 、 サ ステ ナブ ルフ 
ァ イ ナ ンス 、 高 齢 化 、FinTech、 人 工 知能 、 サイバー 保険 、 規 制 当局 の 組織 構造 、 
医療 ・ 介 護 保険 、 災 害 リ スク と いっ た 分 野 の 課題 に つい て 議論 が な され て いる 。 


参考 : アジ ア 保険 ・ 退 職 貯蓄 ラウ ンド テー ブル 


OECD の 保険 ・ 私 的 年 金 委 員 会 (1 PPC) が 、 各 国 当 局 、 民 間 セ クタ ー、 国 際 機 
関 、 学 会 関係 者 の 対話 の 場 と し て 、 毎 年 開催 し て いる 。 第 1 回 会 合 は 東京 (2016 年 4 月 ) 、 
第 2 回 会 合 は バン コク (2017 年 9 月 ) 、 第 3 回 会 合 (2018 年 4 月 ) は 東京 、 第 4 回 会 合 
(2019 年 3 月 ) は ミャンマー・ ネ ピ ド ー で 開催 され た 。 第 5 回 会 合 (2020 年 9 月 ) 及び 
第 6 回 会 合 (2021 年 6 月 ) は 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 拡大 の 影響 を 受け 、 ウ ェ ブ 形 
式 で 開催 され た 。 


身 金融 サー ビス 利用 者 保護 国際 組織 (FinCoNet) 


FinCoNe t は 、 金 融 サ ービス 利用 者 保護 に 関す る 情報 ・ 意 見 交換 の た め に 、 
金融 消費 者 保護 に 関す る 監督 当局 間 の 非 公式 ネッ トワ ー ク と し て 、 2003 年 に 設立 さ 
れ た 。 

愛 、 英 、 中 、 加 、 仏 、 豪 、 西 、 日 な ど 26 ヵ国 の メン バー の 他 、 オブ ザー バー と し 
て 6 機関 (AI S、 コ ン シ ュ ー マ ー・ イ ンタ ー ナ ショ ナル 、 欧 州 委員 会 、OEC 
D、OGAP、 世 銀 ) 等 が 加盟 。 議長 は 、Maria Lucia Leitao 氏 ( 衛 中 央 銀行 銀 
行 行 為 監督 局長 ) が 、 事 務 局 は OECD が 務め る 。 

FinCoNe t は 、 主 に 、 銀 行 取引 及び 信用 供与 (Banking and Credit) に 焦 
点 を 当て 、 金 融 サ ービス に 係る 利用 者 保護 規制 当局 間 で 、 監 督 上 の リス ク ・ 課 題 を 
認識 する と と も に 、 監 督 手法 や 監督 上 の ベス ト ・ プ ラク ティ ス 等 を 共有 し 、 人 金融 サ 
ービス 利用 者 保護 を 強化 する こと を 目的 と し て いる 。 

FinCoNe t の 全 メ ン バ ー が 集まる 年 次 総会 (年 間 の 予算 ・ 方 針 等 に 係る 重 
要 な 意思 決定 を 議論 ) 及び 関連 セミ ナー (一 定 の トピ ッ ク に つい て 、F inCoN 
et 加盟 国 当局 の 他 、 業界 ・ 学 会 等 も 招待 し 幅広 い 参 加 者 で 議論 ) を 、1 年 に 1 回 、 
メン バー 国 持ち 回 り で 開催 し て いる (2017 年 に 、 東 京 で 年 次 総会 等 を 開催 ) 。 

これ ら 年 次 総会 等 の 他 に 、F inCoNe t の メン バー 当局 の うち 、 当 庁 を 含む 
11 当局 (2021 年 6 月 現在 ) か ら 構成 され る 執行 評議 会 に お いて 予算 執行 や 運営 等 を 
議論 し て いる 。 ま た 、 上 記 目 的 に 沿っ た 6 つの 常設 委員 会 を 設置 し し FinCoN 
e t に お ける 実質 的 な 作業 を 行っ て いる 。 


2. 主 な 議論 


現在 、 各 議題 に 応じ て 、6 つの 常設 委員 会 (SC : Standing Comittee) が 設置 
され て お り 、 当 庁 は SC4、SC6 の メン バー で ある 。 


























委員 会 参加 国 作業 内 容 
第 1 常設 委員 会 (SC1) | 加 ( 議 | 金融 消費 者 保護 の 問題 に 対す る 各国 の 監督 上 
監督 ツー ル ボ ックス 長 ) 、 豪 、| の 政策 手法 (監督 ツー ル ) を 比較 可能 な 形 で 検 
菩 、 衛 、 南 | 索 可 能 な 「 道 具 箱 」 を 構築 し 、 一 般 向け に 公表 
阿 、 諾 、 沙 | し た 。 現在 は 活動 を 停止 し て いる 。 
第 2 常設 委員 会 (SC2) 区 ( 議 |2019 年 4 月 より 、「 貸 出 適切 性 評価 
短期 か つ 高 金利 の 消費 者 | 長 )、 豪 (creditworthiness)」 を テー マ と し 、 不 動産 担 
金融 の デジ タル 化 伯 、 加 、 | 保 ロ ー ン を 含め た 消費 者 金融 を 対象 と し た 代 
中 、 独 、 | 替 デ ー タ ・ ビ ッ グ デー タ を 利用 し た 借り 手 の 評 
尼 、 黄 、 英 | 価 手法 に つい て 調査 ・ 議 論 し て いる 。 
第 3 常設 委員 会 (SC3) | 伊 ( 議 | 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に に より 、 デジ 
モバ イル 技術 ・ 技 術 革新 | 長 )、 伯 、| タル 取引 が 増加 し て いる こと を 背景 に 2021 年 
加 、 中 、 | か ら 活 動 を 再開 し た 。 主 に 監督 上 の 課題 に つい 
英 、 南 阿 、 て 調査 ・ 議 論 し て いる 。 
喪 、 尼 、 モ 
ー リ シャ 
ス 
第 4 常設 委員 会 (SC4) 加 (共同 | IT 技術 の 発展 等 が 金融 サー ビス 利用 者 保護 
フィ ン テ ッ ク へ の 対応 議長 )、 志 | に 与え る 影響 と し て 、 そ の リス ク ・ 監 督 上 の 課 
(共同 議 | 題 及 び 監 督 上 の 対応 に つい て 議論 を 進め て い 
長 ) 日 、| る 。 マー ケッ トコ ンダ クト の 監督 を 行う 当局 向 
喪 、 伯 、 | け の SupTech ツー ル に つい て 取り まとめ た 最終 
独 、 加 、 | 報告 書 を 2020 年 11 月 に 公表 し た 。 
尼 、 世 、 南 
阿 、 露 、 モ 
ー リ シャ 
ス 
第 5 常設 委員 会 (SC5) | 露 (共同 | 金融 商品 (特に 、 消 費 者 金融 等 ) に 係る 広告 や 
金融 商品 に 関す る 広告 議長 ) 、 加 | 販売 ・ 勧 誘 等 の 際 の 行為 規制 、 情 報 提供 ・ 開 示 
(共同 議 | の あり 方 等 に 係る 問題 意識 及び 監督 上 の 対応 
長 ) 、 南 | に つい て 取り まとめ た 最終 報告 書 を 2020 年 11 
阿 、 攻 、 | 月 に 公表 し た 。 
西 、 裏 
蘭 、 中 
第 6 常設 委員 会 (SC6) | 豪 ( 議 | 金融 機関 に 対し て 、 顧客 本 位 な 金融 商品 の 設計 
顧客 本 意 の 金融 商品 、 サー | 長 ) 、 日 、| を 促す 監督 上 の ひ プ ラク ティ ス や 各種 ツー ル 等 
ビス 等 の 提供 苗 、 加 、 | に つい て 取り まとめ た 最終 報告 書 を 2021 年 6 
伊 、 秘 、 | 月 に 公表 し た 。 
西 、 伯 














第 20 章 当局 間 の 連携 ・ 協 力 等 
第 1 節 経済 連携 協定 


経済 連携 協定 (E P A : Economic Partnership Agreement) は 、 経 済 関係 の 深い 二 国 
間 及 び 地 域内 に お ける 国境 を 越え た 物品 ・ 人 ・ サ ービス ・ 資 本 ・ 情 報 の 移動 の 自由 化 を 
促進 し 、 経 済 活動 全般 の 連携 の 強化 ある い は 一 体 化 を 実現 する こと を 目的 と し て いる 。 
従来 、 自 由 貿 易 体制 の 維持 ・ 強 化 の 役割 は 主 に 世界 貿易 機関 (WTO : World Trade 
Organization) が 担っ て きた が 、 多 国 間 で の 利害 調整 が 複雑 化し て いる た め 、 近 年 、 多 
く の 国 が 多角 的 久 易 体制 を 補完 すべ く 、 特 定 の 二 国 間 及び 地域 内 に お ける 買 易 自由 化 交 
渉 に 取り 組ん で いる 。 

経済 連携 協定 (EP A) 等 の 締結 ・ 交 渉 状況 





相手 先 国 


締結 ・ 交 渉 の 状況 





(発効 済 





シン ガボール 


2001 年 1 月 交渉 開始 プ 2002 年 1 月 署名 プ 2002 年 11 月 発効 
2006 年 6 月 再 交渉 開始 2007 年 9 月 発効 





メキ シコ 


2002 年 11 月 交渉 開始 2004 年 9 月 署名 2005 年 4 月 発効 
2008 年 9 月 再 交渉 開始 プ 2012 年 4 月 発効 





マルレ ー ジ シア 


2004 年 1 月 交渉 開始 プ 2005 年 12 月 署名 2006 年 7 月 発効 





チリ 


2006 年 2 月 交渉 開始 2006 年 9 月 大 筋 合 意 プ 2007 年 3 月 
署名 ン 2007 年 9 月 発効 





タイ 


2004 年 2 月 交渉 開始 プ 2005 年 2 月 大 筋 合 意 プ 2007 年 4 月 
署名 2007 年 11 月 発効 





イン ド ネ シア 


2005 年 7 月 交渉 開始 プ 2006 年 11 月 大 筋 合 意 2007 年 8 月 
著名 2008 年 7 月 発効 





ブル ネイ 


2006 年 6 月 交渉 開始 2006 年 12 月 大 筋 合 意 プ 2007 年 6 月 
署名 2008 年 7 月 発効 





ASEAN (包括 ) 


2005 年 4 月 交渉 開始 プ 2007 年 8 月 大 筋 合 意 2008 年 4 月 
署名 2008 年 12 月 一 部 発効 





フィ リピ ン 


2004 年 2 月 交渉 開始 プ 2004 年 11 月 大 筋 合 意 2006 年 9 月 
著名 2008 年 12 月 発効 





スイ ス 


2007 年 5 月 交渉 開始 プ 2008 年 9 月 大 筋 合 意 プ 2009 年 2 月 
署名 2009 年 9 月 発効 





ベト ナム 


2007 年 1 月 交渉 開始 2008 年 9 月 大 筋 合 意 プ 2008 年 12 月 
著名 2009 年 10 月 発効 





イン ド 


2007 年 1 月 交渉 開始 プ 2010 年 9 月 大 筋 合 意 プ 2011 年 2 月 
署名 2011 年 8 月 発効 





ペル ー 


2009 年 5 月 交渉 開始 2010 年 11 月 大 筋 合 意 プ 2011 年 5 月 
著名 2012 年 3 月 発効 





オー スト ラリ ア 


2007 年 4 月 交渉 開始 2014 年 4 月 大 筋 合 意 プ 2014 年 7 月 
署名 2015 年 1 月 発効 








モン ゴル 





2012 年 6 月 交渉 開始 プ 2014 年 7 月 大 筋 合 意 プ 2015 年 2 月 











著名 2016 年 6 月 発効 





環 太平 洋 パ ー ト ナー シッ プ 
(TPP/TPP11) 協定 


TPP : 2010 年 3 月 交渉 開始 (日 本 は 2013 年 7 月 の 交渉 か ら 
参加 ) 2016 年 2 月 署名 

TPP11 : 2017 年 11 月 大 筋 合 意 プ 2018 年 3 月 署名 2018 年 
12 月 発効 





2013 年 4 月 交渉 開始 プ 2017 年 7 月 大 枠 合意 プ 2018 年 7 月 











陸 署名 ン 2019 年 2 月 発効 

日 米 デ ジタル 貿易 協定 2019 年 4 月 交渉 開始 ン 2019 年 10 月 署名 ン 2020 年 1 月 発効 
ro 」, 、_、|2010 年 10 月 交渉 開始 ン 2017 年 11 月 最終 合意 2019 年 2 

ASEAN (投資 ・ サ ービス ) 日時 名 ノ 2020 年 8 月 発効 

英国 2020 年 6 月 交渉 開始 ン 2020 年 10 月 署名 ン 2021 年 1 月 発効 





(署名 済み ・ 未 発効 ) 





地域 的 な 包括 的 経済 連携 協 


2013 年 5 月 交渉 開始 2020 年 11 月 署名 














定 (RCEP) 

(交渉 中 ) 

コロ ン ビ ア 2012 年 7 月 交渉 開始 
カナ ダ 2012 年 11 月 交渉 開始 
日 中 韓 2013 年 3 月 交渉 開始 





サー ビス の 抽 易 に 関す る 新 
た な 協定 (TiSA) 


2013 年 6 月 交渉 開始 














トル コ 2014 年 12 月 交渉 開始 
(交渉 中 断 ) 
韓国 2003 年 12 月 交渉 開始 2004 年 11 月 以降 交渉 中 断 





湾岸 協力 理事 会 (GCC) 





2006 年 9 月 交渉 開始 2009 年 3 月 以降 交渉 中 断 





1 環 太平 洋 パ バー トナ ー シ ッ プ (TPP) 協定 環 太平 洋 パ ー ト ナー シッ プ に 関す る 
包括 的 及び 先進 的 な 協定 (T PP11) 


関税 ・ 非 関税 分 野 の 自由 化 や 、 知 的 財産 、 電 子 商取引 と いっ た 新しい 分 野 の ルー ル 
を 構築 する 包括 的 協定 で ある 。 2010 年 3 月 に 交渉 を 開始 し た 。 日 本 (2013 年 7 月 に 交 
渉 参加 ) 、 シ ン ガ ポー ル 、 ニ ュー ジー ラン ド 、 チリ 、 ブ ルネ イ 、 米国 、 豪州 、 ベ ルー、 
ベト ナム 、 マ レー シア 、 メ キシ コ 及 び カ ナダ の 12 か 国 が 参加 し 2016 年 2 月 に 署名 し 


た 。 


2017 年 1 月 、 米 国 が TPP を 離脱 する 大 統領 令 に 署名 し 、TPP か ら 離 脱し た 。 こ 
れ を 受け 米国 を 除く 11 か 国 は 、 同 年 11 月 に ベト ナム (ダナ ン ) で 開催 され た TPP 
閣僚 会 合 に お いて 、 11 カ国 に よる TPP (TPP11) に 大 筋 合 意 。 2018 年 3 月 に は チ 
リ (サン ティ アゴ ) に て 同 協 定 の 署名 が 行わ れ た 。 

同 協定 は 、 我 が 国 を 含む 6 か 国 が 国内 手続 を 完了 し た こと に より 、2018 年 12 月 30 


日 に 発効 し た 。 


2021 年 6 月 に 開催 され た 第 4 回 TP P 委 員 会 に お いて 、 英国 の 加入 に 関す る 作業 部 
会 を 設置 し 、 加 入手 続き を 開始 する こと が 決定 され た 。 





I 日 ヒ U り ・EPA 


TPP/TPP11 同様 、 関 税 ・ 非 関税 分 野 の 自由 化 や 、 知 的 財産 、 電 子 商取引 と い 
っ た 分 野 の ルー ル を 規律 し て いる 。2013 年 3 月 に 交渉 を 開始 し た 。2017 年 12 月 に 首 
脳 間 に お いて 交渉 妥結 を 確認 、 2018 年 7 月 に 署名 され た 。 日 本 及び EU の 双方 が 国内 
手続 き を 完了 し た こと に より 、2019 年 2 月 1 日 に 発効 し た 。 


入 日 米 デ ジタル 貿易 協定 


日 米 間 で 、 円 滑 で 信頼 性 の 高い 自由 な デジ タル 買 易 を 促進 する た め の ル ー ル を 規律 
し て いる 。2019 年 4 月 交渉 開始 、 同 年 10 月 に 署名 し た 。 双 方 が 国内 手続 き を 完了 し 
た こと に より 、2020 年 1 月 1 日 に 発効 し た 。 


IV. 日 英 EPA 


E U 離 脱 後 の 英国 と の 、 日 U り ・EPA に 代わ る 新た な 買 易 ・ 投 資 の 枠組 み を 規定 
し て いる 。 

2020 年 6 月 交渉 開始 、 同 年 10 月 に 署名 し た 。 双 方 が 国内 手続 き を 完了 し た こと に 
より 、2021 年 1 月 1 日 に 発効 し た 。 


V. 地域 的 な 包括 的 経済 連携 協定 (RCEP : Regional Comprehensive Economic 
Partnershib) 


2013 年 5 月 に 交渉 開始 。 現在 の 交渉 参加 国 は 、 日 本 、A SEAN10 ヶ国 、 中 国 、 韓 
国 、 豪州 、 ニ ュー ジー ラン ド 、 イ ンド 。 2020 年 11 月 に イン ド を 除く 15 か 国 に て 署名 
が 完了 。 2021 年 4 月 、 日 本 に お いて 、 発 効 に 向け た 国内 手続 が 完了 し た 。 


VI. 世界 資 易 機 関 WTO) に よる 質 易 政策 検討 制度 (TP RB) 審査 


WTO 加 盟 国 の 貿易 政策 及び 貿易 慣行 に つい て 一 層 の 透明 性 を 確保 し 、 理 解 を 深め 
る こと に より 、 多 角 的 貿易 体制 が 一 層 円 滑 に 機能 する こと に 資す る こと を 目的 と し て 
実施 され て お り 、 人 金融 サー ビス も 対象 に 含ま れる 。 2 年 に 1 度 対日 審査 が 行わ れ て き 
た が 、 2017 年 3 月 の 対面 会 合 後 、 頻度 が 3 年 に 1 度 と な り 、 直近 の 対日 審査 は 、2020 
年 7 月 に 行わ れ た 。 


第 2 節 アジ ア 地 域 フ ァ ン ド ・ パ スポ ボ ポート (ARFP) 


ARFP (Asia Region Funds Passport) は 、APEC 加 盟 国 の うち 参加 を 表明 し た 
国 が 、 投 資 家 保護 上 の 要件 を 満た し た ファ ンド (投資 信託 等 ) に つい て 、 相 互 に 販売 を 


容易 に する こと を 目的 に 、 規 制 の 共通 化 を 図る た め の 枠 組み で ある 。 

2010 年 以降 、ARFP の ルー ル の 検討 が 行わ れ て きた と ころ 、 2016 年 4 月 、 日 本 、 オ 
ー ス トラ リア 、 韓国 及び ニュ ー ジ ー ラ ンド の 4 カ国 が 、 同 年 6 月 、 タ イ が 、ARFP の 
協力 覚書 (MOC) に 署名 を 行い 、MOC が 発効 し た 。 こ れ を 受け 、 各 参加 国 は 、 国 内 
制度 の 整備 に 取り 組ん で きた 。 

我が国 は 、2017 年 12 月 に アジ ア 地 域 フ ァ ン ド ・ パ スポ ー ト の 登録 の た め の 手続 き を 
示し た ガイ ドラ イン 「 ア ジア 地域 ファ ンド ・ パ スポ ー ト の 創設 及び 実施 に 係る 協力 覚書 
に 基づく 、 輸 出 フ ァ ン ド の 登録 申請 及び 輸入 ファ ンド の 認証 申請 の 手続 等 に 関す る 実施 
要領 」 (Imp lementation Guidelines) を 公表 し 、 国 内 で の 制度 整備 を 完了 し た 。 

2021 年 6 月 現在 、 日 本 (2017 年 12 月 ) 、 タ イ (2018 年 2 月 )、 オ ー ス トラ リア (2018 
年 9 月 )、 ニ ュー ジー ラン ド (2019 年 7 月 ) 及び 韓国 (2020 年 12 月 ) の 全て の MOC 賭 
名 国 に お いて 国内 で の 制度 整備 を 完了 し 、ARF P の 登録 申請 受付 が 開始 され て いる 。 

2016 年 6 月 に 設置 され た 、ARFP の 円 滑 な 実施 を 目的 と し た 合同 委員 会 (Joint 
Committee) は 、2020 事務 年 度 に お いて は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に より 、 
2021 年 4 月 に ビデ オ 会 議 形式 に て 会 合 を 行っ た 。 


第 3 節 当局 間 協 議 


金融 庁 は 、 2020 事務 年 度 に お いて は 、 多 く の 国 ・ 地 域 の 金融 当局 と の 間 で 二 国 間 協 議 
等 を 実施 し 、 金 融 規制 や 経済 情勢 等 に 関す る 意見 交換 を 行っ た 。 


I 米国 


金融 庁 と 全米 保険 監督 官 協会 (NA I C) は 、 2014 年 以降 、 日 米 両 国 の 保険 監督 上 
の 相互 理解 及び 連携 強化 を 目的 と し て 、 定 期 的 な 意見 交換 を 行っ て いる 。 





開催 日 開催 地 金融 庁 参 加 者 先方 参加 者 
2021 年 6 月 4 日 | ウェ ブ 会 議 | 金融 国際 審議 官 | 全米 保険 監督 官 協会 会 
2020 年 12 月 11 日 | ウェ ブ 会 議 | 金融 国際 審議 官 | 全米 保険 監督 官 協会 会 


























I 欧州 


欧州 委員 会 (EC) の 金融 安定 ・ 金 融 サ ービス ・ 資 本 市 場 同盟 総局 (F I SMA) 
と 金融 庁 と の 間 で 、1985 年 以来 、1 2 年 に 1 回 程度 の ペー ス で 日 ヒ U ハ イレ ベル 金 
融 協議 を 開催 し た 。 ホ スト は 通例 、 日 本 ・EU が 交互 に 務め る 。 人 金融 規制 等 に つい て 
定期 的 な 意見 交換 を 行う 。 日 U・E P A 発効 に より 、2019 年 会 合 か ら 、 日 EU 合同 
金融 規制 フォ ー ラ ム と し て 開催 され て いる 。 ま た 、 こ の ほか に 欧州 保険 ・ 企 業 年 金 監 
叔 機 構 (EIOPA) と の 間 で 、 監 督 協力 に 係る 書簡 交換 を 実施 し た 。 


























開催 日 開催 地 金融 庁 参 加 者 先方 参加 者 
2020 年 11 月 20 日 | オン ライ ン | 金融 国際 審議 官 | 金融 安定 ・ 金 融 サ ービス ・ 資 
本 市 場 同盟 (FISMA) 総局 長 
5 呈 = | 金融 安定 ・ 金 融 サ ービス ・ 資 
2019 年 10 月 11 日 東京 金融 国際 審議 官 本 市 場 同盟 (FISMA) 総局 長 
L 日 中 韓 


2005 年 3 月 、 韓国 の 提案 に より 、 北東 アジ ア 域 内 の 金融 市 場 安 定 及び 金融 監督 に つ 
いて の 意見 交換 の 枠組 み と し て 、 第 1 回 日 中 韓 金 融 監督 者 セミ ナー (課長 級 ) を 開催 
し た 。 ま た 、 第 3 回 金融 監督 者 セミ ナー か ら は 、 金 融 監 督 者 セミ ナー を 高級 位 に 格 上 
げ し た 日 中 韓 ハ イレ ベル 会 合 を 同 セミ ナー に 付随 する 形 で 開催 し た 。 


























開催 日 開催 地 | 金融 庁 参加 者 先方 参加 者 
中 国 : 銀行 保険 監督 管理 委員 会 国 
2019 年 11 月 29 日 | 東京 | 金融 国際 審議 人 際 局 長 
韓国 : 金融 委員 会 人 委員 長 
2017 年 1 月 30 日 | . ーー 中国 : 銀行 監督 管理 委員 会 副 主 席 
<12 月 1 日 | 人 - 川 市 金融 国際 響 識 包 | 誤 画 . 金融 委員 会 副 委 員 長 
TV 中 国 


2018 年 10 月 の 日 中 首脳 会 談 で の 合意 に 基づき 、 日 中 証券 市 場 協力 の 強化 を 議論 
る 枠組 み と し て 、2019 年 より 、 日 中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム を 開催 し た 。 


























開催 日 開催 地 金融 庁 参加 者 先方 参加 者 
2021 年 1 月 25 日 | オン ライ ン 長官 証券 監督 管理 委員 会 副 主 席 
2019 年 4 月 22 日 上 海 長官 証券 監督 管理 委員 会 副 主席 
V イン ド 


2014 年 11 月 に イン ド へ の 直接 投資 の 増加 や その た め の 金 融 市 場 の 整備 を 目的 と し 
た 枠組 み と し て 実施 し た 「 日 印 金融 協力 に 関す る 協議 」 を 、 定 期 的 に 開催 する 協議 と 
し て 拡充 し 、 2016 年 1 月 以来 日 印 金融 協力 対話 と し て 実施 し て いる 。 日 本 側 か ら は 財 
務 省 、 金 融 庁 及 び 日 系 金融 機関 等 が 参加 し て いる 。 




















開催 日 開催 地 | 金融 庁 参加 者 先方 参加 者 
2021 年 4 月 14 日 | オン ライ ン | 国際 総括 官 イン ド 財 務 省 副 次 官 
98 0 6~ | 東京 | 総合 政策 局 参 事 官 | イン ド 財 務 省 経済 局長 




















VI 台湾 

2015 年 より 、 銀行 ・ 証 券 ・ 保 険 監督 も 含め た 幅広 い テ ー マ に つい て 意見 交換 を 行う 
こと を 目的 と し 、 日 本 台湾 交流 協会 、 台 湾 日 本 関係 協 会 、 金融 庁 、 台 湾 金 融 臣 督 管 理 
委員 会 間 で 定期 的 な 協議 を 実施 し た 。 








開催 日 開催 地 金融 庁 参加 者 先方 参加 者 
2021 年 1 月 12 日 | オン ライ ン 国際 総括 官 副 主任 委員 




















2019 年 12 月 11 日 台北 総合 政策 局 審議 官 副 主 任 委員 





第 4 節 人 金融 技術 協力 


I 概要 


金融 庁 は 、 ア ジア 諸国 等 の 新興 国 の 金融 当局 と の 間 で 金融 技術 協力 の 枠組 み を 構築 
し た 上 で 、 研修 開催 や ハイ レベ ル 面 会 等 を 通じ て 技術 協力 を 実施 し 、 金 融 制度 の 整備 
や 金融 当局 の 能力 向上 を 支援 し て いる 。 


I 活動 実績 


金融 庁 は これ まで に ベト ナム 、 イ ンド ネシア 、 タ イ 等 の 7 か 国 15 当局 と の 間 で 金融 
技術 協力 に 係る 覚書 締結 (書簡 交換 ) を 実施 し 、 金 融 技術 協力 の 枠組 み を 構築 し た 上 
で 、 日 系 金融 機関 等 の 意見 も 幅広 く 聴 取 し つつ 、 長 期 専門 家 の 派遣 や 先方 関心 事項 に 
対応 し た 現地 金融 当局 職員 対象 の 研修 開催 等 、 各 国 へ の 技術 支援 を 実施 し て いる 。 
2020 事務 年 度 で は 、 対象 国 の ニー ズ に 応じ 、 例え ば 以下 の よう な 技術 支援 を 実施 し 
だ 。 


① ベ トナ ム に つい て は 、 当 局 間 の ハイ レベ ル で の 意見 交換 に 加え て 、 ベ トナ ム 証 券 当 
局 及び 証券 取引 所 向け に 、 株 式 市 場 の 公平 性 及び 透明 性 改善 に 向け た セミ ナー 等 を 
実施 し た 。 

② イ ンド ネシア に つい て は 、 継 続 的 な ハイ レベ ル 間 の 会 談 の 実施 に より 両 金融 当局 間 
の 信頼 関係 を 強化 。 ま た 、 財 務 ・ 金 融 当局 間 の 協議 に お いて 、 人 金融 分 野 の デジ タル 
化 に 関す る 取組 み 等 に つい て 意見 交換 を 実施 し た 。 

③ タ イ に つい て は 、 当 局 間 の ハイ レベ ル で の 意見 交換 を 実施 し 、 相 互 の 規制 ・ 施 策 取 
組み に 関す る 理解 促進 や 知見 共有 を 図っ た 。 ま た 、 日 タイ 金融 連携 の 強化 の た め 、 
同国 最大 の 商業 銀行 で ある バン コッ ク 銀 行 に 当 庁 職員 を 引き 続き 派遣 し 、 研修 を 通 
じ て 現地 の 金融 実務 や 日 系 企業 の 実態 ・ ニ ー ズ に 対す る 理解 を 深め る と 共に 、 現 地 
ネッ トワ ー ク の 拡大 を 図っ た 。 


また 、 ア ジア 等 の 新興 市 場 国 の 銀行 ・ 証 券 ・ 保 険 監 督 当局 の 職員 を 招 購 し 、 そ れ ぞ 
れ の 分 野 に お ける 日 本 の 規制 ・ 監 督 制度 や 取組 み 等 の 一 般 的 な 内 容 に つい て 幅広 く 講 
義 を 行う 「 銀 行 ・ 証 券 ・ 保 険 監督 者 セミ ナー」 に つい て は 、 2021 年 2 月 に 保険 分 、 2021 
年 月 か ら 3 月 に か け て 証券 分 を それ ぞ れ バー チャ ル 形 式 で 実施 し た 。 
第 5 節 グロ ー バ ル 金 融 連携 セン ター (GLOPAC) 


I 概要 


2014 年 4 月 に 設置 し た アジ ア 金 融 連 携 セ ンタ ー (AFPAC: Asian Financial 
Partnership Center) を 、 2016 年 4 月 に グロ ー バ ル 金 融 連携 セン ター(GLOPAC: 


Global Financial Partnership Center) に 改組 し た 。 支援 地域 に つい て は 、 ア ジア の 
みな ら ず 、 中 東 や アフ リカ 、 中 南米 等 も 対象 に 追加 し た 。GLOP AC で は 、 支 援 対 
象 地域 の 金融 当局 者 を 研究 員 と し て 日 本 に 招 聴 し 、 研 修 プ ログ ラム の 提供 等 を 通じ て 
各国 金融 当局 と の 関係 を 強化 し て いる 。 ま た 、 強 固 な 協力 関係 を 構築 し た 上 で 、 研 修 
プロ グラ ム を 終了 し た 研究 員 と の ネッ トワ ー ク を 維持 ・ 強 化し て いる 。 


I 活動 実績 


2014 年 7 月 以降 、36 の 国 ・ 地 域 % の 金融 当局 者 を 招 聴 し 、 計 166 名 の 研究 員 ・ イ 
ンタ ー ン 生 が AFPAC 及 び GLOPAC の プロ グラ ム を 修了 し た (2021 年 6 月 現 
在 )。 

プロ グラ ム の 内 容 と し て は 、 概 ね 2 て 3 ヶ 月間 の 期間 、 研 究 員 を 招 贈 し 、 金 融 庁 の 
組織 ・ 業 務 概 要 や 金融 規制 の 枠組 み 、 検 査 ・ 監 督 実務 等 に 関す る 基本 的 な 講義 を 実施 
し て いる 。 そ の 後 、 各 研究 員 の ニー ズ や 関心 に 応じ て 、 当 庁 職員 に よる テー マ 別 研修 
や 意見 交換 等 の 実施 に 加え 、 外 部 関係 機関 等 を 訪問 し 講義 を 受講 する 機会 も 提供 し て 
いる 。 研究 員 は 、 母 国 の 金融 レシ ス テム の 現状 や 課題 、qLOPAC の 研修 プロ グラ ム 
を 通じ て 学ん だ 内 容 や 今後 の 課題 等 に つい て 報告 会 を 行う 。 一 部 の 研究 員 に つい て は 、 
国内 で 開催 され る 国際 シン ポジ ウム 等 に お いて 発表 する こと も ある 。 

2020 事務 年 度 は 、 新型 コロ ナウ イル ス の 感染 の 拡大 を 受け 、 対面 型 研修 で は な く バ 
ー チ ャ ル 型 研修 と し 、 研 究 員 の 関心 事項 に 沿っ た プロ グラ ム の 提供 を 行っ た 。 

また 、 プ ログ ラム を 修了 し た 研究 員 (卒業 生 ) と の 継続 的 な ネッ トワ ー ク 構築 ・ 強 
化 と し て は 、 以 下 の 施策 を 継続 的 に 実施 し て いる 。 

@ 当店 職員 が 外国 出張 する 際 、 現 地 の 卒業 生 と フォ ロー アッ プ 面 談 を 実施 

@ ブロ グラ ム 修 了 後 の 知見 の 活か し 方 等 を 含め た 情報 ・ 意 見 交換 を 、 卒 業 生 を 現地 
等 に 集め て 実施 する GLOPAC ア ルム ナイ ・ フ ォ ー ラ ム を 開催 

@ 現行 プロ グラ ム に 卒業 生 を 再 招 盟 し 、 現 役 生 に 対す る 講義 や 金融 庁 職員 と 意見 交 
換 を 実施 

@ 当店 等 が 主催 する 国際 シン ポジ ウム 等 に 、 卒 業 生 を スピ ー カ ー と し て 招 贈 
2020 事務 年 度 は 、 新型 コロ ナウ イル ス の 感染 の 拡大 を 受け 、 バー チャ ルコ ミュ ニ 
ケー ショ ン ツ ー ル を 活用 し 、 以 下 の 施 策 を 実施 し た 。 

@ 卒業 生 の 関心 の 高い テー マ に つい て 、 金 融 庁 職員 が 全 卒 業 生 を 対象 に 講義 を 行う 
バー チャ ル ・ フ ォ ロ ー ア ッ プ 特別 講義 を 開催 。 グ ルー プ ( 期 ) ご と に 卒業 生 が 意 
見 交換 等 を 行う バー チャ ル ・ ア ルム ナイ ・ フ ォ ー ラ ム を 8 回 開催 

@ 国際 機関 等 が 主催 する バー チャ ル 国 際 シ ン ポ ジウ ム に 、 卒 業 生 を スピ ー カ ー と し 
て 推薦 

加え て 、GLOPAC ウ ェ ブ ペー ジ を 全面 改修 し 、 現 役 研究 員 や 卒業 生 の 紹介 や 新 
着 情報 の 発信 な ど に より GLOPAC の ネッ トワ ー ク を 強化 する プラ ッ ト フ ォ ー ム 
を 構築 し た (2021 年 4 月 公開 ) 。 

https ://www. fsa. go. jp/en/glopac/index. html 

(※) アル ゼン チン 、 ア ン ゴ ラ 、 イ ラン 、 イ ンド 、 イ ンド ネシア 、 ウ ガン ダ 、 ウ ズ 








べ キ スタ ン 、 エ ジ プ ト 、 カ ザ フ ス タン 、 カ ン ボ ジア 、 ケ ニア 、 コ ロン ビア 、 サ 
ウジ アラ ビア 、 ジ ョ ー ジ ア 、 ジ ン バ ブ エ 、 ス リラ ンカ 、 タ イ 、 タ ン ザ ニア 、 チ 
リ 、 ド バイ 、 ト ルコ 、 ネ パー ル 、 フ ィ リ ピン 、 ブ ラジ ル 、 ベ トナ ム 、 ペ ルー、 
ボツ ワナ 、 マ ラウ イ 、 マ レー シア 、 南 アフ リカ 、 ミ ャ ンマ ー、 メ キシ コ 、 モ ル 
ディ ブ 、 モ ン ゴ ル 、 ラ オス 、UAE。 
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9 月 28 日 








受入 期間 人 出身 国 (人 数 ) 
第 1 期 3 | ベト ナム (1) モン ゴル (2) 
っ 胃 | 2014 年 10 月 21 日 | 。| タイ (2) ベト ナム (1) モン ゴル (1) ミ ャ ン 
素人 | 2015 年 2 月 6 日 マー (1) タイ (1) 
| 2015 年 3 月 3 日 | カン ボ ジ ア (1) ベト ナム (1) ベト ナム (2) 
の B 月 99. 目 モン ゴル (2) タイ (1) 
カン ボ ジ ア (1) イン ド (1) ラオ ス (1) スリ 
第 4 期 | no ロ | 8 ランカ (①) タイ (1) ベト ナム (1) モン ゴル 
(2) 
第 5 期 2015 年 10 月 14 日 6 タイ (2) カン ボ ジ ア (1) ベト ナム 各 (1) モ 
” ~2016 年 1 月 15 日 ン ゴ ル (2) 
タイ (2) カン ボ ジ ア (1) ベト ナム (1) モン 
第 6 期 | て ロロ 。。 | 9 | ゴル (2) ドバイ (1) フィ リピ ン (1) マレ ー 
シア (1) 
イラ ン (1) カン ボ ジ ア (1) タイ (1) ベト ナ 
第 7 期 | て ロロ 。。 | 8 ム (1) ミャンマー①) イ ンド (1) ペル ー(①) 
モン ゴル (1) 
第 8 期 2016 年 10 月 13 日 ベト ナム (1) ブラ ジル (1) メキ シコ (1)、 
^・ ~2017 年 1 月 13 日 イン ド ネ シア (2) ミャンマー (1) 
イン ド (1) エジプト (1) カザフ スタ ン (1) 
第 9 期 0 2 日 へ | 。 カンボジ ア (1) タイ (1) タンザニア (1) ベ 
トナ ム (1) ボツ ワナ ( 1) ラオ ス (1) 
アル ゼン チン (1) イラ ン (1) イン ド (1) イ 
第 10 其 |2018 年 7 月 25 日 | ンド ネシア (1) タイ (1) チリ (1) ベト ナム 
"19 月 29 日 (1) ミャンマー( 1 ) モン ゴル (1) ラオ ス ( 1) 
UAE (1) 
イン ド ネ シア (1) ウズ ベ キ スタ ン (1) タイ (1) 
第 1 期 RN 日 ~ 8 | トル コ (1) フィリピン (1) ボツ ワナ (1) ミ 
ャ ンマ ー (1) モン ゴル (1) 
イン ド (1) イ ンド ネシア (1) カザフ スタ ン (1) 
第 12 期 0 9 | 9 | カン ボ ジ ア (1) タイ (1) ネパール (1) ベト 
ナム (1) ミャンマー (1) モン ゴル (1) 
アン ゴ ラ (1)、 イ ンド ネシア (1)、 カザフ スタ 
第 13 期 | の 年 7 月 24 日 | 。 | し (1)、 ラ ジョー ジア (1)、 タ イ (1)、 フ ィ リ 


ピン (1)、 ブ ラジ ル (1)、 ミ ャ ンマ ー (1)、 












































モン ゴル (1) 
アル ゼン チン ( 1 ) 、 イ ンド ネシア ( 1 ) 、 エ ジ プ 
第 14 期 2018 年 10 月 16 日 ~ 8 ト (1)、 コ ロン ビア (1)、 ジ ン バ ブ エ (1)、 
” | 12 月 26 日 ベト ナム ( 1) 、 ミ ャ ンマ ー (1) 、 モ ルディ ブ 
(1) 、 モ ン ゴ ル (1) 
イン ド ネ シア (1) 、 カン ボ ジ ア (1)、 サウ ジア 
第 15 期 2019 年 10 月 10 日 ~ 10 ラビ ア (1)、 タ イ (1)、 ベ トナ ム (1)、 ボ ツ 
"|12 月 20 日 ワナ (1)、 マ ラウ イ (1)、 南 アフ リカ (1)、 
ミャンマー (1)、 モ ン ゴ ル (1)、 
イン ド ネ シア (1)、 ケ ニア (1)、 タ イ (1)、 
第 16 期 2020 年 2 月 5 日 ~3 中 ベト ナム (1)、 ペル ー (1)、 南ア フリ カ (1)、 
"| 月 5 日 ミャンマー ( 1)、 モ ン ゴ ル (1) 、 ラ オス (1) 
イン ド (1)、 イン ド ネ シア ( 1) 、 サウ ジア ラビ 
第 17 期 5 8 | ア (1)、 タ イ (1)、 ベ トナ ム (1)、 マレ ー シ 
ア (1)、 ミ ャ ンマ ー (1)、 モ ン ゴ ル (1) 
イン ド (1)、 イ ンド ネシア (1)、 カ ン ボ ジア 
第 18 其 2021 年 2 月 24 日 ~ 10 (1) 、 ケニア ( 1) 、 タイ (1)、 ネパール (1 )、 
"| 6 月 4 日 ベト ナム (1)、 ミ ャ ンマ ー( 1)、 モ ン ゴ ル (1) 、 
ラオ ス (1) 
; イン ド (1)、 ウ ガン ダ (1) ウズ ベ キ スタ ン (1) 
es 18 | カンボジア (1) タイ (7) フィ リピ ン (3) ブ 
ラジ ル (2) ベト ナム (1)、 ミ ャ ンマ ー (1) 
短期 研修 (数 日 間 ) 3 | ベト ナム (3) 








金融 連携 セン ター に お ける 新興 国 当 局 職員 の 受入 


状況 
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第 21 章 その 他 の 課題 
第 1 節 誰 も が 金融 サー ビス を 当たり 前 に 利用 で きる 状況 (金融 包摂 ) 


2009 年 の G20 ピッ ツバ ー グ ・ サ ミッ ト に お いて 、 途上 国 に お ける 金融 アク セス 支援 
を 目的 と し た 、G20 金融 包摂 専門 家 グ ルー プ の 創設 が 決定 。 貧困 層 へ の 金融 アク セス 
支援 と 、 中 小 企業 の た め の 官 民 連 携 に よる 新た な 資金 支援 スキ ー ム の 検討 を 行う こと 
が 表明 され た 。 その 後 、G20 金融 包摂 専門 家 グ ルー プ の 活動 を 引き 継ぐ 形 で 、 2010 年 
の ソウ ル ・ サ ミッ ト に お いて 金融 包摂 の た め の グ ロー バル ・ パ ー ト ナー シッ プ (GP 
FI : Global Partnership for Financial Inclusion) が 発足 。2020 年 に は G20 サウ 
ジ 議 長 国 の 下 、「 デ ジタル 金融 包摂 を 通じ た 若者 ・ 女 性 ・SME の 金融 アク セス 向上 」 
を テー マ に 、 主 要 な 調査 ・ 研 究 成果 や 政策 的 アプ ロー チ を 取り まとめ た ハイ レベ ル ・ 
ポリ シー・ ガ イ ドラ イン を 策定 し た 。 また 、 同じ く 2020 年 に 付託 事項 (T oR) 及び 
金融 包摂 の た め の 行 動 計 画 (F I AP :Financial Inclusion Action Plan) が 改訂 さ 
れ (F I AP は 3 年 毎 に 改訂 ) 、 今後 3 年 間 に お ける 優先 課題 と し て デジ タル 金融 包摂 
と 中 小 零 細 企 業 金融 が 掲げ られ た 。 


第 2 節 英国 の EU 離脱 (Brexit) 


2020 年 1 月 末 に 英国 が EU か ら 離 脱し 、2020 年 12 月 末 に 移行 期間 が 終了 し た が 、 
移行 期間 終了 に 向け 、 当 庁 は 、 英 欧 当局 と 想定 され る 問題 等 に つい て 意見 交換 を 行い 、 
必要 な 対応 を 進め た 。 

具体 的 な 対応 の 1 つと し て 、 中 央 清算 され な い 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に 係る 証拠 金 
規制 に 関し 、 本 邦 規制 と の 同等 性 を 認め る 他国 規制 を 告示 で 定め て お り 、 欧 州 経済 入 
域 協定 (EE A) に 規定 され た 国 に 適用 され る 規則 は 同 告示 に 含ま れ て いた と ころ 、 英 
国 の ヒ い 離脱 を 受け 、 同 国 へ の 同等 性 評価 を 継続 さす る た め 、 告 示 を 改正 し た (2020 
年 12 月 25 日 公布 、2021 年 1 月 1 日 付 で 施行 ) 。 


